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全労連規模の署名もスタート

日本医労連は介護施設における夜勤実態について
の調査を実施しました。２０１３年に引き続く２回目と
なる調査で、１１８施設、１５６職場、３，１９６人分の実態
を集約することができました。対象施設は、特別養
護老人ホーム、介護老人保健施設、グループホーム、
小規模多機能施設などです。施設数、職場数で昨年
を上回ることができました。お忙しい中、調査にご
協力いただいた皆さまに心から感謝申し上げます。
日本医労連は、看護師、介護職員をはじめとする
夜勤・交替制労働者の労働時間規制やインターバル
（勤務間隔）規制など夜勤改善の運動をすすめてき
ました。夜勤の過酷さに言及した厚労省５局長連名
通知や看護協会の「夜勤・交代制勤務ガイドライン」
作成など、夜勤の改善にむけた前進もつくりだして
きました。
今回、新たに「勤務間隔規制」や夜勤・交替制労
働者の労働時間を日勤労働者より短くすることなど
を盛り込んだ労働時間規制の国会請願署名も全労連
規模で開始されることになりました。深刻な人手不
足の最大の要因でもある賃金はじめ劣悪な処遇の改
善を求める運動も、自治体訪問や議会での請願・陳
情のとりくみを中心にすすめてきました。介護職員

の処遇改善をもとめる意見書は全国の１２３議会で採
択されています（２０１５年１月２０日現在）。

過酷さを増す介護労働、夜勤実態

しかし、人員不足による深刻な労働実態、夜勤実
態の改善は遅々としてすすんでいないのが実情で
す。現場では、利用者の重度化やケアの複雑化・高
度化などがすすむ一方で、人員の配置基準は「利用
者３人に職員１人」に据え置かれたままです。今回
の調査結果でも明らかなように、介護施設では２交
替夜勤が８５％と主流となっており、その７割弱が１６
時間以上の長時間となっています。
今回、初めて調査した職場の勤務シフトの数も、

全体的には、４～５通りが平均的な値となっていま
すが、特養、複合型サービス施設では５通りを超え
ています。また、全体の３割弱にあたる３３職場で「６
通り以上」の回答となっており、職員やその家族へ
の負担は深刻です。勤務シフトを減らし、職員への
負担を減らすためには、職員の配置数を増やす以外
にありません。
夜勤人員も「１人体制」が多く、グループホーム

や小規模＆複合型では、回答のあったほとんどすべ
ての施設が１人夜勤となっています。夜間帯の長時
間を１人で、それも認知症・要医療行為利用者が増
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える中でケアしなければならない状況は、安全確保
という観点からも重大な問題です。また、少ない人
員体制で夜勤を回さなければならないため、多くの
施設で非正規職員も夜勤に入らざるを得ない状況に
なっています。

介護崩壊まねく
報酬マイナス改定、制度改悪

介護サービスのニーズが増え続けているのと裏腹
に、医療介護総合確保推進法の具体化がすすめられ
る中で、公的責任は放棄される一方です。過酷な労
働実態と低賃金が離職を招き、残った職員の労働実
態をさらに悪化させ、さらに離職を促進するといっ
た「負の連鎖」を断ち切る必要があります。
それにもかかわらず、「社会福祉法人の内部留保

の高さ」を理由に、介護報酬は２．２７％ものマイナス
改定（実質マイナス４％強）が強行されようとして
います。こんなことを許せば、人材の確保にはなく
てはならない処遇改善を困難にするにとどまらず、
事業所の運営維持そのものすら危うくするもので、
地域の介護を一気に崩壊させる危険すらあります。

調査結果にもとづき実態の告発を

介護労働者と労働組合、事業者、自治体が手をと
りあって人材確保と夜勤改善の運動を広げなければ
なりません。その条件はひろがっています。今回の
調査結果をもとに、深刻な実態を告発し、その改善
の運動に全力をあげましょう。

はじめに
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まだ見ぬ新価を目指して

分析を始める前に、まずは日本医労連が昨年から
実施している介護施設の夜勤実態調査の目的を再確
認しておきたい。１つは「職員配置の水準の引き上
げ」、もう１つは「夜勤労働の改善（特に１人夜勤
の廃止）」に向けた実態把握である。
この２つの目的（職員配置の水準を上げ、夜勤労
働を改善すること）を掲げた背景を私なりに解釈す
れば、それは「健全な労働環境で実践される介護こ
そ、利用者の暮らしを支える介護となり得る」とい
うことではないだろうか。
「そもそも夜間に働くことそれ自体が、健全な労
働環境なのか」という意見もある。そして介護施設
では夜勤専従で働く介護職員もいる。施設経営者の
中には、「夜勤を継続できる人は健康な人」と評価
している場合も少なくないが、私は介護保険制度が

施行されてから今現在まで、１５年間夜勤専従だとい
う介護職員を知らない。つまり、身体的、精神的変
化、あるいは生活スタイルの変化が起こると夜勤専
従という勤務スタイルは継続するのが困難である証
ではないだろうか。
１０年程前、ある看護師が「看護師は多くの人が寝
ているときに患者の命を守るために起きている。だ
から夜勤に限らず労働環境や福利厚生等の待遇が改
善されてきたのは当然の流れ」と私に話をしてくれ
た。確かにそのとおりである。と同時に私は内心で
次のようなことを思った。それは、「介護職員も言
うまでもなく『多くの人が寝ているときに利用者に
明日を届けるために起きている』ではないか」とい
う思いだ。夜勤で働く介護職員の待遇改善・環境改
善に一刻の猶予もない。夜勤という勤務形態自体が
そもそも精神的負担、身体的負担のかかることであ
り、介護職員の背負った負担は、結果として利用者
に提供される一つ一つの介護サービスが疎かになっ
ていくということに繋がる。
今回の集計結果をみると、昨年同様に２交代制が

圧倒的主流（昨年の２交代制９２．８％、今年は８４．９％）
となっており施設の９割程度が２交代制で夜勤を行
っている。仮にもこの集計結果から「昨年に比べて、
２交代制の割合が７．９ポイントも改善している」と
喜ぶようであってはならない。なぜなら職員配置の
水準を上げ、夜勤労働を改善することという目的の
達成後に獲得しなければならない「健全な労働環境
で実践される介護こそ、利用者の暮らしを支える介

篠崎 良勝
しのざき よしかつ

聖徳大学社会福祉学科
准教授

特別寄稿

夜勤実態から推察する
介護職員の声なき声

今回の介護施設の夜勤実態調査をみれば、改善という言葉はまったくなかったとい

っても良いのではないだろうか。もちろん施設経営が安定しての雇用であることは言

うまでもないが、介護職員の労働環境を守ることがよりよい介護サービスの提供に繋

がるという大原則をもう一度私たち介護職員を支援する者が意識しなければ、存在意

義さえ問われかねない。経営者・介護職員・利用者がともに納得できる「折り合い」

をつけるためにも、まずは夜勤実態調査をしっかりと受け止めていく必要がある。
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護となり得る」というまだ見ぬ新価（新しく生み出
される価値）は一途の光さえ見えていないからだ。

介護職の内面を切り落とすな

今回の集計結果の原稿執筆を始める前の昨年末
（２０１４年１２月２８日）、介護職員として働いている私
の教え子４人と会い、夜勤について話を聞いた。３
交代制体験者は１人（しかし現在は２交代制の施設
に勤務）、残りの３人は２交代制しか体験していな
かった。介護職員歴は４年目１人（２７歳）、５年目
３人（２８歳）。そこで私は「２交代制と３交代制は
どちらがいいと思う？」と尋ねると次のような感想
が出てきた。
２交代制しか体験していない者の意見としては、
「２交代制の場合、夜勤明けの翌日が休みなら、ゆ
っくり休むことができる」「夜勤明けの日も自宅で
少し休んで、元気なら余暇を楽しむことができる」
「夜勤時間が長い分、朝まで自分のペースでやれる」
に集約された。
また、３交代制を半年ほど体験した者は、「２交
代制は夜中の申し送りがないので、時間に余裕があ
る」「夜勤者が病欠や急用ができた場合、勤務変更
が２交代制のほうが３交代制よりも簡単にできる」
という意見だった。
私は彼ら彼女らの意見を聞き終えるや否や、この
ような場を設定したこと自体を反省した。なぜなら
ば、「２交代制しか体験していない職員に『２交代
制と３交代制はどちらがいいと思う？』と尋ねても
３交代制を体験していなければこの問いかけに対す
る答え自体が想像のものでしかない」ということに
なってしまうからだ。冷凍食品のハンバーグしか知
らない子どもに「冷凍食品のハンバーグとお母さん
の作ったハンバーグ、どっちがおいしいと思う？」
と尋ねても、情報のないものや未体験のものを選ぶ
ことは難しいし、仮に情報のないものや未体験のも
のを選んでも、その根拠は極めて弱く脆いものだ。
そして「冷凍食品のハンバーグ」を選んだとしても、
それは「自らが考えての選択」ではなく「考えさせ

る余地の与えられない必須」となる。私の元教え子
はそのような状況で２交代制のメリットを私の前で
話してくれていたと思うと、胸が苦しかった。
誤解を恐れずに言えば、施設の夜勤体制で２交代

制がここまで広がっていると、仮に、２交代制に対
して疑問を抱き始めても、職場の仲間を見れば人手
不足の中で現状に不満を抱きながらもこの夜勤体制
で利用者と向き合いながら必死に介護実践をしてい
る中、改善・提案を言って事を荒立てることになれ
ば単なる異分子扱いとなりかねない。
３交代制を提案するのが困難と感じてくると、良

くも悪くもこの現状の中でやり続ける術を身につけ
ようとしてしまう。そして、よりよい労働環境に変
えることに時間を割くよりも、プライベートの時間
を充実させていくことに時間を割く者が増えてい
く、というある意味で当然、しかし課題はなんら解
決していないことを考えれば、労働者として課題に
対して見て見ぬ振りをするという内向き傾向が強ま
っていくことを危惧せざるを得ない。
つまり、夜勤体制が２交代制で席巻されている今

の施設の夜勤体制では、疑問を思うこと、変えよう
とする意欲すらも奪いかねないのである。
こうなるとこの先にあるものは、「介護職員自身

が２交代制を望んでいる」という意見に集約されて
しまうことにもつながる。
これが実態調査のマジックであり、限界ある。つ

まり、実態調査で気をつけなければならないのは、
外見をデータ化してしまうだけではなく、そこで回
答している１人の介護職の内面を切り落としてしま
うことがあるのだ。

２交代制勤務の長時間化

今回の調査を細かくみていくと、２交代制を行っ
ている９０施設のうち「１６時間以上の２交代制」は６１
施設（６７．８％）となっている。昨年は２交代制を行
っている１０４施設のうち「１６時間以上の２交代制」
は７６施設（７３．１％）であった。
つまり、２交代制で行われる夜勤の特徴の一つと

●特別寄稿
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して、１６時間以上という長時間勤務を強いられてい
ることがこの調査から分かる。
また、２交代制を行っている施設数を母数とし、
施設別の「１６時間以上の２交代制」の割合をみると、
特別養護老人ホームの「１６時間以上の２交代制」の
割合の増加が顕著となっている。具体的には、昨年
の「１６時間以上の２交代制」は３３．３％であったが、
今年の「１６時間以上の２交代制」は５８．３％となって
おり、２０ポイント以上増加となっているのだ。この
ように介護現場では夜勤の実態は世間が何も知らな
い間に、非公開で深刻な状況となっているのだ。
特別養護老人ホームに限らず、他の施設において
も２交代制勤務の長時間化が慢性化している要因の
１つには、介護現場に人材が流入してこない現実が
ある。つまり、介護職員の人手不足の現状がある。
そして目をそらしてはならないことは、その結果現
場はどのような状況となっているのか、ということ
だ。「人手不足」のために「仮眠もとることが難し
くなる」ことで、「介護サービスを行うという仕事
に対する集中力が低下」していく介護職員が増えて
いるのではないだろうか。
そのような労働環境となれば、介護職員自身が腰
痛などの身体への悪影響もあるだろう。また集中力
の低下した介護サービス、要するに質の下がった（雑
な）介護サービスを受けざるを得ない利用者が増え
ていくのではないだろうか。さらには介護職員が心

に余裕がなくなることで利用者に対して雑な対応、
暴言、拘束など虐待に該当するような言動を取りか
ねないのである。そして、あってはほしくないこと
ではあるが、介護職員自身が望まない離職（バーン
アウト）に追い込まれてしまうこともあるだろう。
利用者には意図していなかった死（望まない死）を
迎えさせてしまうことすらあるということを否定で
きないのである。

非正規職員が背負う夜の介護現場

今回の調査結果でもう１つ興味深いものがある。
それは夜勤に入った非正規職員の割合だ。特別養護
老人ホームや老人保健施設では夜勤に入った非正規
職員の割合は１割以下であるが、グループホーム（非
正規職員が夜勤に入った割合２５．４％）と短期入所（同
２５．３％）では４人に１人以上が、小規模＆多機能（同
３４．１％）では３人に１人以上が、そして複合型（同
５６．０％）では２人に１人以上が非正規職員という状
況となっている。
先述したように、介護現場の夜勤体制は多くが２

交代制勤務である。それも１６時間以上の長時間の夜
勤体制が主流である。そのような過酷な勤務状況に
加え非正規職員に頼らざるを得ない業態は、特別養
護老人ホームや老人保健施設といった大規模施設で
はなく、正規介護職員の配置が少ない小規模＆多機

施設別 ２交代制を実施している施設のうち「１６時間以上の２交代制」の割合

２０１４年調査 ２０１３年調査

特別養護老人ホーム ７施設／１２施設 ５８．３％ ３施設／９施設 ３３．３％

老人保健施設 １９施設／２７施設 ７０．４％ ４２施設／５１施設 ８２．４％

グループホーム １５施設／２２施設 ６８．２％ １４施設／１８施設 ７７．８％

小規模＆複合型 １１施設／１７施設 ６４．７％ ９施設／１５施設 ６０．０％

短期入所 ９施設／１２施設 ７５．０％ ８施設／１１施設 ７２．７％

全 体 ６１施設／９０施設 ６７．８％ ７６施設／１０４施設 ７３．１％
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能型や複合型となっている。
規模が小さくなればなるほど非正規職員に頼らざ
るを得ず、その結果「非正規職員で夜勤専従」とい
う介護職員が誕生していくのである。また、夜勤
専従の非正規職員も職場定着が難しく、その場合は
正規職員が交代制で夜勤をしている施設も少なくな
い。

おわりに

現在、夜勤体制を組む業種は看護・介護に限った
ことではない。警備、清掃、製造、組立てなど様々
な分野で存在している。しかし、看護・介護と他業

種では決定的に異なるのが長時間の夜勤形態という
ことだ。今回の日本医労連の調査結果からも明らか
だったように看護・介護分野では１６時間以上拘束さ
れる２交代制勤務が主であるが、他の警備、清掃、
製造、組立て業などは３交代制（実働８時間・休憩
６０分）が主である。つまり、労働者の健康面と労働
生産性を考えた場合、過重な夜勤労働は適切ではな
いということなのである。単純に「人手不足だから
仕方がない」という�できない論理�を振りかざす
のではく、どうやれば３交代制が実現できるのかを、
一刻も早く業界全体で検討していかねばならない。

●特別寄稿
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非正規職員の多さ

非正規職員として働く方が平均３割となってお
り、かなり多いと感じました。介護労働安定センタ
ーが平成２４年に実態調査した結果では、施設の介護
職員は４１．５％、訪問介護員は８０．３％が非正規職員と
なっていましたので、確かにそちらの結果と比べれ
ば割合が少ないのですが、介護業界は間違いなく非
正規の職員で成り立っているといっても過言ではな
い状況かと思います。
非正規の方が働き方としては合っているという方
も確かにいるでしょうが、その多くは正規職員にな
りたいのになれないということではないでしょう
か。雇用者側が人件費をできる限り押さえることを
考えた結果です。常勤職員は雇用しやすいが、非常
勤職員が集まらないと嘆く施設関係者もいます。将

来どうなるかよく分からない状況での仕事は、一般
的には誰も就きたいとは思いません。介護職員の不
足が盛んに言われていますが、非常勤雇用で、収入
等の条件が悪いとなれば確保は困難となるのは当然
です。

労働環境と労働条件

まず、夜勤協定がないまま、雇用者側の意向のま
まに働いている職場があります。どのくらいの回数
で、時間数は何時間で、休憩はどうするのか、手当
はいくらか、夜勤前後の勤務はどのようになるのか
など、しっかり示されて働くのが当然だと思います。
確かに夜勤協定は労働基準法上、義務付けられてい
るわけではありませんが、介護職員等の健康状態を
守ることを考えれば雇用者側も考えなければいけま
せん。介護職も改善を求め、自らを守らなければな
りません。
１：２程度の職員配置となっていて、手厚い職員

体制のように見えますが、夜勤回数は少ないとは言
えません。７日、８日あるいはそれ以上の回数の夜
勤をしている人が多く、２０１３年より平均夜勤回数が
増えています。日中の職員配置を厚くした結果なの
か、職員が確保できないためなのか、効率を考えて
の結果なのか気になります。夜勤回数が多ければ、
日中勤務していないので、昼間の利用者の状況が分
からなくなります。夜間の生活も大事とはいえ、基
本は昼間いかに過ごすかにあります。肝心の昼間に

内田 千惠子
うちだ ちえこ

公益社団法人
日本介護福祉士会副会長

特別寄稿

介護施設夜勤実態調査
結果から見えること

介護職や看護職は、２４時間・３６５日、利用者の生命や健康を守りながら、生活を支えなければな

りません。人には昼間の生活だけでなく、夜間にも生活があります。夜間はただ眠っているという

わけではなく、排泄もするでしょうし、寝る前に薬を飲むこともあるでしょう。睡眠中でも寝返り

をうち、同じ部位を圧迫しないようにしています。寝付けず寂しくなる方もいるでしょうし、喉が

渇いて何か飲みたいと思う方もいます。朝が来たら朝日を拝みたいと願う方もいるでしょう。

これらに応えるためには、介護職等が夜間も働かなければなりません。今回の調査で介護職員等

がどのような雇用形態で、どのような状況で働いているかの一端を知ることができました。
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関わりが少ないのも心配です。また、夜勤は人体に
少なからずマイナスの影響を与えます。人は夜眠る
ようになっているのに、起きているわけですからよ
いはずがありません。心身に異常が起きて、仕事を
続けられなくなったという人もいました。
手当の点では、基本給が高く設定されているのか
分かりませんが、夜勤手当が２，５００円程度とかなり
低い事業所もあるようです。２，５００円が夜勤に見合
う金額なのかどうかです。
小規模な事業所では、１人夜勤という職場もあり、

不安を抱えながら夜勤をしている介護職員も多いの
ではないでしょうか。夜間に緊急事態となることも
十分考えられます。あるいは認知症利用者がなんら
かのことから落ち着かない状態になり、他の利用者
への対応ができなくなるということもあると思いま
す。
シフト数が多いのも気になります。効率的な人の
配置を考えると、必要な時間帯に職員が配置できる
ようにということで、いくつものシフトが生まれる
と考えます。介護職が利用者の２４時間の生活を支え
るのですから、シフトがいくつかあるのは理解でき
ますが、あまりに多いと弊害もあります。申し送り
等の仕組みがあったとしても、見ていないことは印
象には残りにくくなります。利用者の状態をしっか
り把握するということが難しくなる場合もあるかと
思われます。

女性にとっての働きやすさ

介護はまだまだ女性が多い仕事なのですが、妊娠
している人や産休中の人は少ないように思いまし
た。結婚や妊娠を機に退職する介護職が多いのかも
しれません。異常出産や仕事と育児の両立に不安が
あるのでしょう。妊娠・出産・育児をする女性にと
って働きやすい職場にはなっていないということか
と思います。人材不足をいくらかでも解消するため
には、女性が働きやすい環境を作ることが大事です。

介護職が定着しない理由

内閣府が行った「介護保険制度に関する世論調査
（平成２２年）」によると、介護に対するイメージは
夜勤などがあり、きつい仕事と考える人や、給与水
準が低い仕事と考える人が数多くいます。実際、介
護福祉士が過去職場を辞めた理由で、「収入が少な
かった」「心身の不調」「労働時間・休日・勤務体
制が合わなかった」と答えている人がかなりいます。
今回の調査結果を見ると、介護職場はそうしたイメ
ージ通りの職場となっています。前述の調査ではあ
りませんが、職場内で十分教育等がないということ
を辞めた理由に挙げる人もいました。
何とか介護職を増やそうとするあまり、経験や資

格がないどころか、まったくの初心者も雇用されて
いるのではないでしょうか。現在のような労働環境
では定着しないのは当然なのではないでしょうか。
労働する側にも雇用する側にも、介護は優しい心

があればできる、必要なのはホスピタリティと考え
る人たちもいます。介護するためには、やはり知識
とそれに裏打ちされた技術、情報などがなければ働
けません。介護職の定着には、研修や専門職の育成
が非常に大事になります。介護福祉士等の養成の現
状は次のようになっています。

介護福祉士等の現状

教育という観点から介護職員を考えると、介護福
祉士の養成に関しては多くの課題があります。養成
ルートがいくつもあることもその１つで、その結果
として介護福祉士の資質に大きなバラツキができて
います。
�実務経験者：３年以上の実務経験に加えて、平成
２８年度からは実務者研修（４５０時間研修）の義務付
け

�養成施設卒業者：今後は国家試験受験を義務付け
「介護福祉士のあり方及びその養成プロセスの見
直し等に関する検討会」で、求められる介護福祉

●特別寄稿
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士像として次の１２項目が挙げられました。

１．尊厳を支えるケアの実践
２．現場で必要とされる実践的能力
３．自立支援を重視し、これからの介護ニーズ、
政策にも対応できる

４．施設・地域（在宅）を通じた汎用性ある能力
５．心理的・社会的支援の重視
６．予防からリハビリテーション、看取りまで、
利用者の状態の変化に対応できる

７．他職種協働によるチームケア
８．一人でも基本的な対応ができる
９．「個別ケア」の実践
１０．利用者・家族、チームに対するコミュニケ

ーション能力や的確な記録・記述力
１１．関連領域の基本的な理解
１２．高い倫理性の保持

現在１２９万人いるとされている介護福祉士の何割
が、求められる項目に応えられるでしょうか。どこ
で働くかによって、労働条件も違ってきますが、介
護職員としてどれくらい成長できるかも違ってきま
す。学ぶ機会が多いところもあれば、日々のルーテ
ィンワークしかないところもあります。実際そこで
学ぶのは、介護の基本的考え方とか、専門性を考え
た介護というより、その介護現場、事業所の考え方
ややり方が多いのではないでしょうか。介護現場で
最低限身についていると考えられる技術や知識がな
い人もいると考えられます。多くの介護職が抱える
問題として次のようなことがあります。
・関連領域の知識の活用ができない
・自分のやっている介護は適切で正しいものなの
か、常に疑問を感じている
・他と比較することができず、その職場の介護のや
り方や介護に対する考え方に合わせるしかない
・介護という仕事に誇りを感じられず、自分のやっ
ていることに自信が持てない

介護現場の課題解決のために

労働条件や労働環境に関しては、雇用者側はもっ
と改善に努力する必要があります。介護保険の介護
職員処遇改善加算取得には要件があり、それらを確
実に達成する努力が求められます。介護職員の確保
ができないのは、介護報酬が低いことや人材がいな
いことなどを雇用者側は理由として挙げています
が、もっと努力できることがあるはずです。
また、雇用者側にだけ求めるのではなく、私たち

働く介護職側も努力しなければならないと思いま
す。私たちも生活者ですから、自分自身の健康を損
ねることがあってはなりませんし、普通に生活でき
る報酬がなければなりません。長く働ける職場環境
であってほしいと思います。これらのことをきちん
と雇用者側に伝えなければなりません。何も言わず
我慢して働いていて、突然辞めるということではな
く、まずは相手に伝えることが重要です。
強い発言力のためには、私たち介護職や介護とい

う仕事の社会的評価を上げることが大事です。自己
満足でよい仕事をしていると思うのではなく、社会
から評価を受けない限り、処遇改善は図れないと思
っています。プロフェッショナルをもっともっと目
指していただきたい、そこに介護福祉士会の役割が
あると考えています。
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１ 調査対象（施設調査）

２ 調査目的と内容

３ 調査対象時期

４ 集約数

介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、グループホーム（以下、ＧＨ）、小規模多機能施設、複合

型施設、短期入所施設。

介護施設の夜勤実態を把握するため、各施設の夜勤体制・夜勤回数・夜勤協定の有無、夜勤手当等

を調査するとともに、日勤も含めた職場の人員体制、勤務シフトについても調査。

２０１４年６月実績を調査。調査実施期間は２０１４年６月～１１月上旬。

１１８施設から回答が寄せられた。うち、８施設については介護保険外の施設（有料老人ホーム、サ

ービス付き高齢者住宅など）からの回答となっており、一部の項目を除き、集計の基礎には加えてい

ない。職場単位では１５６職場（うち、介護保険外の施設の職場は８）からの集約となった。

２０１４年
介護施設夜勤実態調査結果
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夜勤実態は改善されていません

日本医労連が実施する介護施設夜勤実態調査は今
回で２回目となります。前回の調査では、介護施設
の９割が２交替夜勤となっていることや小規模な施
設では１人夜勤が常態化していること、３割を超え
る施設でひと月の夜勤回数に上限を設けていない
（夜勤協定がない）ことなど、介護施設の過酷な夜
勤の実態をデータとして把握することができまし
た。
今回の調査結果も、前回の調査結果と傾向はほと
んど変わっておらず、介護施設の夜勤実態が一向に
改善されていないことを示しています。また、今回
の調査では、職場のシフト（早出・日勤・遅番・夜
勤など）の数や夜勤手当の額など新たな項目を設け
ましたが、介護職員が少ない人数で利用者のニーズ
に合わせるために多様なシフトをこなし、安い手当
で夜勤をやっている実態が明らかになりました。

介護施設夜勤実態調査の意義

介護施設夜勤実態調査の意義は２つあると考えて
います。１つは、これまではっきりしなかった介護
施設の夜勤の実態をデータで明らかにしたことにあ
ります。これまでも、介護施設の多くが２交替夜勤
を行っているということは知られていましたが、そ
れが９割近くの施設に及んでいることをデータで示
す資料はありませんでした。それを、実際に施設調
査を行ってデータ化したことは、今後、夜勤改善を
図っていく上で重要な根拠となります。もう１つは、

調査報告の記者発表等で現場の実態を世論に訴える
ことができるということです。前回の調査結果を記
者発表した際にも、介護職員が同席して現場の実態
を直接訴え、新聞の取材にもつながりました。介護
は大変だということは漠然と知られているにすぎま
せん。それは自治体の介護保険課の職員や厚生労働
省のお役人、国会議員も同じことです。介護施設夜
勤実態調査は、そうした人たちに現場の生々しい実
態を訴える機会を作ることができます。

調査結果を活用して夜勤改善を

日本医労連では、毎年春・秋に厚生労働省への要
請行動を行い、介護分野では施設の職員配置基準の
引き上げや１人夜勤の禁止などを求めて交渉を行っ
ています。その中で、職員への過重負担が労基法に
も抵触すること（１人夜勤の休憩時間）や利用者の
安全性を脅かすことにつながることを訴えていま
す。しかし、厚生労働省は「施設の裁量で引き上げ
てほしい」「基準を引き上げると経営に負荷をかけ
る」として、その責任を事業者の裁量に転嫁して配
置基準を引き上げることはできないと回答していま
す。こうした政府の姿勢を変えさせていくためには、
自治体の意見書を上げさせるなど地域から世論で包
囲していくことが重要になります。日本医労連は、
１５春闘で介護分野の具体的な改善要求を掲げていま
す。地域から声を上げて世論を作り、一刻も早く夜
勤改善を図るために、本報告が少しでも役に立てば
と考えております。

２０１４年介護施設夜勤実態調査の
意義とその活用について

日本医労連中央執行委員 米沢 哲
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調査結果の概要

介護施設の夜勤実態調査は今回で２回目の実施と
なります。調査件数が１２０件弱ということもあり、
集計結果の数字は回答があった施設種類や規模の違
いによって多少の影響は受けるものの、夜勤実態の
傾向はほとんど前回と変わっていません。少ない職
員数で多くの利用者をケアしている実態、身体に過
度に負担を与える長時間労働の実態、１人で夜勤を
している実態など、介護施設の夜勤の問題には枚挙
にいとまがありません。こうした実態を改善してい
くためにも、夜勤実態を把握することは大変重要に
なります。今回、調査で得た結果を夜勤改善の取り
組みに活かしていくことが求められます。

１、回答件数

１１８施設から回答が寄せられました。そのうち、
老健が３９施設と３分の１を占め、グループホームの
２４施設と合せると過半数を占めています。また、小
規模多機能施設と複合型サービス施設の合計で１７施
設となっており、前回の回答数を上回っています。
介護保険外の施設からも８施設から回答が寄せられ
ています。回答は３１組織（２全国組合、２９県医労連）
から寄せられています。部会別の回答数では、民医
連が全体の約８割を占めています。

２、職員体制

特養・老健など、比較的中～大規模に展開される
施設では正規職員の割合が８割程度となっています
が、グループホーム・小規模多機能施設・複合型サ
ービス施設など小規模の事業所では非正規職員の割
合が４割を超えています。
病院と在宅の中間施設である老健と、医療・介護
の連携施設である複合型サービスで看護師の割合が
３割程度とほかの施設より高くなっています。一方、
特養・短期入所では１割強、グループホーム・小規
模多機能では１割未満となっています。

３、利用者の状態

入所利用者に占める認知症の症状がある利用者の
割合は７８．８％となっています。医療行為を必要とす
る利用者は、全体で１割強となっていますが、短期
入所で３割を超える状況となっています。短期入所
は、認知症の利用者・要医療行為利用者の割合がと
もに高くなっており、こうした利用者がいる家族の
レスパイト機能（家族の息抜き）として重要な役割
を担っていることが分かります。

４、勤務シフト

勤務シフト（早番・日勤・遅番など、１日のシフ
ト）の数は平均で４．９通りとなっています。職員の
配置が少ない中で、利用者の生活リズムに合わせた
職員を配置するためにシフトの数が多くなっている
ことが明らかになっています。最大で１０通り以上も
のシフトがあるという施設もあり、勤務間隔や出退
勤時間の不規則性など職員の負担も大きくなってい
ます。

５、夜勤形態、非正規の割合

夜勤の形態では、３交替夜勤を実施している施設
は１３施設（１２．３％）に止まっており、９割近くが２
交替夜勤となっています。また、２交替夜勤の約７
割が勤務時間１６時間以上となっており、介護職場の
圧倒的多数が長時間夜勤を強いられていることが明
らかになっています。
介護職場では非正規職員の割合も多いため、夜勤

に入る非正規職員の割合も大きくなっています。比
較的非正規職員の割合が低い特養や老健でも夜勤に
入った職員の１割を非正規職員が占めていますが、
非正規職員の割合が高いグループホームや小規模多
機能施設・複合型サービス施設では、４～５割と非
常に高い割合となっており、夜勤でも非正規職員に
頼らざるを得ない状況となっています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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業 態 施設数 職場数

特 養 １５ ２７

老 健 ３９ ６０

Ｇ Ｈ ２４ ２９

小規模多機能 １４ １４

複 合 型 ３ ３

短 期 入 所 １５ １５

その 他 施 設 ８ ８

合 計 数 １１８ １５６

性 格 施設数 職場数

全 国 組 合 １２ １９

公 的 病 院 ６ ６

自 治 体 ２ ３

民 医 連 ９２ １２０

一 般 ２ ２

福 祉 ４ ６

合 計 数 １１８ １５６

１ 調査結果件数

介護施設には、病院に複数の病棟があるのと同様
に一施設に複数のフロア・ユニットがある特養や老
健施設から、小規模多機能施設のように一つのフロ
ア・ユニットしかない施設があります。さらに、一
つの建物で複数の業態が入っている施設（複合施設）
もあり、施設の構造・形態が多様です。そのため回
答は、基本項目（夜勤協定の有無、夜勤手当の額な
ど）については施設単位で回答してもらう一方で、
詳細項目（利用者数平均、夜勤回数など）について
は可能な限り職場単位で回答してもらいました。
今回の調査では、１１８施設、１５６職場（前回１１２施

設、１３６調査単位）から回答を得ることができまし
た。前回に比べ、老健からの回答が減ったものの、
その他の業態ではいずれも回答数が前回を上回って
います。特に、「その他」施設（有料老人ホーム、
軽費老人ホームなどの特定施設やサービス付き高齢
者住宅）からの回答も８施設から寄せられました。
介護保険法が適用される施設と分けるため、１～３
の「集計数」及び４の「勤務者総数」以外では、全
体の集計には反映させていませんが、報告の最後で、
個別に集計しています。

２ 性格別集計数

回答の組合性格別の内訳では、民医連が８割弱を
占めています。医労連の組合がある介護施設の大多
数も民医連となっており、医労連の介護分野の組織
実態を反映した結果となっています。
また、回答が寄せられた「その他」施設はすべて
民医連からとなっています。
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加盟組織 施設数 職場数

全 厚 労 ８ １１

全ＪＣＨＯ病院労組 ４ ８

北 海 道 ２ ２

青 森 ５ ５

山 形 ９ １０

茨 城 ３ ３

山 梨 ３ ３

群 馬 ３ ４

長 野 ９ １１

新 潟 ８ １２

東 京 １２ １４

山 口 ６ ６

鳥 取 ２ ２

香 川 １ ３

愛 媛 ４ ５

福 岡 ３ ７

長 崎 ５ ５

熊 本 ２ ２

大 分 １ ２

沖 縄 ３ ４

合 計 １１８ １５６

神 奈 川 １ １

愛 知 ２ ３

静 岡 ２ ２

岐 阜 １ １

富 山 ３ ６

石 川 ６ １０

大 阪 １ １

京 都 １ １

奈 良 ２ ５

岡 山 ５ ６

広 島 １ １

介護
職員数

看護
職員数 その他 総職員数

総 数 ２，２５５人 ５８４人 ３５７人 ３，１９６人

（うち非正規
職員数） ６３１人 １５０人 １４０人 ９２１人

（うち
男性数） ５９４人 ２３人 １２７人 ７４４人

妊 娠 者 数 １７人 ２人 ２人 ２１人

産 休 者 数 １３人 ２人 １人 １６人

育 休 者 数 ２８人 ３人 １人 ３２人

育児短時間
取 得 数 ４人 ４人

介 護 休 暇
取 得 数

病 欠 者 数 １７人 ２人 １９人

総
数
人
員
と
の
割
合

妊 娠 者 数 ０．８％ ０．３％ ０．６％ ０．７％

産 休 者 数 ０．６％ ０．３％ ０．３％ ０．５％

育 休 者 数 １．２％ ０．５％ ０．３％ １．０％

育児短時間
取 得 数 ０．２％ ０．１％

介 護 休 暇
取 得 数

病 欠 者 数 ０．８％ ０．６％ ０．６％

３ 加盟組織別集計数

回答の組織別集計の内訳は以下の通りとなっています。
東京の１２施設を最多に、山形、長野、全厚労、新潟など２全国組合２９県医労連（前回２全国組合２５県
医労連）から回答が寄せられています。また、今回初めて回答が寄せられた組織は１０組織となっており、
前回と合わせるとのべ３７組織から回答が寄せられていることになります。調査結果をより実態に近づけ
ていくためにも、恒常的に多くの組織・施設から回答が寄せられるようにしていく必要があります。

４ 勤務者総数

今回の調査を実施した施設に勤務する職員は、介
護職員２，２５５人（７０．５％）、看護職員５８４人（１８．３％）、
事務職員などのその他職員３５７人（１１．２％）で、合
計３，１９６人（昨年３，３３６人）となっています。
総職員数に占める男性職員の人数は７４４人、全体

の２割強とほぼ昨年と同じ割合となっています。ま
た、介護職員に占める男性職員の割合も２６．３％（５９４
人）と前回とほぼ同じ割合になっています。
一方で、妊娠者の占める割合について、前回は介
護職員で１．７％、総職員でも１．３％となっていました
が、今回の調査では０．８％、０．７％と半減しています。
産休者・育休者などの人数も、わずかずつではあり
ますが割合が減っています。いずれにしても、女性
が多い職場にもかかわらず出産・育児にかかわる諸
制度がほとんど利用されていない実態については昨
年と変わっておらず、人員確保をすすめていくうえ
でも対策が必要とされます。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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業 態
有効回答
施 設 数

人員体制

合計人数介護職員 看護職員 その他

正規
職員

非正規
職員

介護
職員計

正規
職員

非正規
職員

看護
職員計

正規職員
非正規
職員

その他
職員計

特 養 １５ ３２１．０人 ９７．３人 ４１８．３人 ３８．０人 １５．６人 ５３．６人 ４．４人 ０．４人 ４．８人 ４７６．７人

老 健 ３９ ７９８．０人 １５０．２人 ９４８．２人 ３２６．５人 ６５．２人 ３９１．７人 ３５．６人 １８．７人 ５４．３人１３９４．２人

Ｇ Ｈ ２４ １７９．５人 １１２．８人 ２９２．３人 ４．５人 ７．９人 １２．４人 ２．０人 ４．０人 ６．０人 ３１０．７人

小規 模
多機 能 １４ ６１．０人 ７４．１人 １３５．１人 ２．０人 １０．１人 １２．１人 ６．０人 ５．３人 １１．３人 １５８．５人

複合 型 ３ ７．０人 １４．０人 ２１．０人 ８．０人 ３．１人 １１．１人 １．０人 １．０人 ２．０人 ３４．１人

短 期
入 所 １５ １４３．０人 ７１．８人 ２１４．８人 ２２．０人 １６．８人 ３８．８人 １６．０人 ５．３人 ２１．３人 ２７４．９人

合 計 １１０ １５０９．５人 ５２０．３人２０２９．８人 ４０１．０人 １１８．６人 ５１９．６人 ６５．０人 ３４．７人 ９９．７人２６４９．１人

業 態
体制構成 割合

介護職員看護職員 その他 正規職員
非正規
職 員

特 養 ８７．８％ １１．２％ １．０％ ７６．２％ ２３．８％

老 健 ６８．０％ ２８．１％ ３．９％ ８３．２％ １６．８％

Ｇ Ｈ ９４．１％ ４．０％ １．９％ ５９．９％ ４０．１％

小 規 模
多 機 能 ８５．２％ ７．６％ ７．１％ ４３．５％ ５６．５％

複 合 型 ６１．６％ ３２．６％ ５．９％ ４６．９％ ５３．１％

短期入所 ７８．１％ １４．１％ ７．７％ ６５．８％ ３４．２％

合 計 ７６．６％ １９．６％ ３．８％ ７４．６％ ２５．４％

５ 各業態の体制及び就業形態（施設）

� 正規職員と非正規職員の割合（人数）

各業態の職種別及び就業形態別の職員数は下記のとおりです。
ＧＨ（グループホーム）では９割以上が、特養や小規模多機能施設でも８割
以上の職員が介護職となっています。一方で、老健や複合型サービス施設では
配置されている看護職員の人数が多く、約３割が看護職となっています。

� 正規職員と非正規職員の割合（％）

正規職員と非正規職員の割合は、全体として正規
職員：非正規職員＝３：１と、昨年とほぼ同じ割合
となっています。
業態ごとの割合を見ても、全体的に非正規職員の
割合は前回よりは低くなってはいるものの、「改善」
が図られていると言えるほどの変化とはなっていま
せん。依然として、小規模多機能施設や複合型サー
ビス施設では５割を超える非正規職員の割合となっ
ており、ＧＨでも４割を超えています。
スケールメリットの小さい小規模事業所ほど非正
規職員の割合が高い傾向を示しており、介護報酬の
低さが職員の雇用にも影響していることが推察でき
ます。
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業態 施設数

定員数（人）

無回答
施設単位あ
たりの平均
定員数１０未満

１０以上
２０未満

２０以上
４０未満

４０以上
６０未満

６０以上
８０未満

８０以 上
１００未満

１００
以上

特 養 １５ １ ３ ４ ４ ３ ６５．５人

老 健 ３９ ２ ２ ７ ５ ８ １４ ２ ７５．３人

Ｇ Ｈ ２４ １４ ７ ３ １３．６人

小規模多機能 １４ １ １３ １３．８人

複 合 型 ３ ３ １６．０人

短期入所 １５ １ １０ ４ ３１．５人

合 計 １１０ １５ ２７ １８ １５ ５ １２ １７ ２ ４４．８人

「１：1.5」
未満
34.0％

「１：1.5」～　
「１：2.0」未満

27.4％

「１：2.0」～　
「１：2.5」未満

28.3％

「１：2.5」～　
「１：3.0」
　　未満
      8.5％

「１：3.0」～
「１：3.5」未満

0.9％
「１：3.5」以上

0.9％

※非正規職員１人当たり常勤０．７人に換算して算出

業態
有効回答
施設数

職員比率（対利用者）

「１：１．５」
未満

「１：１．５」～
「１：２．０」未満

「１：２．０」～
「１：２．５」未満

「１：２．５」～
「１：３．０」未満

「１：３．０」～
「１：３．５」未満

「１：３．５」
以上

特 養 １４ １ ９ １ ２ １

老 健 ３８ １ ６ ２４ ６ １

Ｇ Ｈ ２４ ２３ １

小規模多機能 １３ ９ ２ ２

複 合 型 ２ １ １

短期入所 １５ １ １０ ３ １

合 計 １０６ ３６ ２９ ３０ ９ １ １

注） 職員比率の算出にあたり、非正規職員の人数は常勤換算し
ています（非正規職員１人あたり常勤０．７人）。常勤換算の根拠
は介護労働安定センター「平成２５年度介護労働実態調査」の「月
給の者」と「時給の者」の平均労働時間を参考にしています。

対利用者職員比率

６ 定員規模別の分布（施設）

今回、回答が寄せられた施設の規模は下記のとおりです。
前回はフロア・ユニット（調査単位）ごとの規模で集計を行いましたが、介護保険制度の夜勤職
員の配置要件が「施設あたり」となっているため、今回は施設ごとの規模を集計しました。
なお、小規模多機能施設及び複合型サービス施設については、前回同様、通所の登録定員を基に
集計をしています。

７ 対利用者の職員比率（施設）

職員数（介護職員＋看護職員＋その他職員）と利用者数の比率を集計しています。
全体の６割以上にあたる６５施設が職員：利用者＝１：２．０を上回る職員体制となっており、前回
（５６．８％）より増加しています。
業態別では、ＧＨの職員比率の高さが際立っています。また、小規模多機能施設や複合型サービス施
設でも比較的高い傾向を示しています。
利用者（数）に対する職員の比率が高いということは人件費率が高くなることを表します。その人件
費負担を軽減するための手段の一つとして、小規模事業所では非正規職員の割合を高くしているものと
考えられます。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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業 態
利用者
総数
（※１）

認知症
利用者数

要医療行為
利用者数

割合（※２）

認知症
利用者

要医療行
為利用者
（※３）

特 養 ９６３．６人 ６０６．０人 ４０．０人 ７０．７％ ４．７％

老 健 ２６２９．５人１５５４．５人 ３０９．０人 ６９．２％ １２．６％

Ｇ Ｈ ３１８．４人 ２７５．０人 ４．０人 ９６．６％ ２．９％

小規模多機能
（※４） ３３０．０人 ２５３．０人 １．０人 ８３．０％ ４．０％

複 合 型
（※４） ７５．０人 ５６．０人 ３．０人 ７４．７％ ６．０％

短期入所 ４０７．０人 ３８６．０人 １０４．０人１８６．５％ ３４．２％

合 計 ４７２３．５人３１３０．５人 ４６１．０人 ７８．８％ １２．３％

※１：利用者総数は各施設の１日当たりの平均利用者数の合計
※２：割合は、平均利用者数と認知症利用者数又は要医療行為利用

者数に回答があった施設のみで算出しています
※３：要医療行為利用者数とはたん吸引・胃ろうの管理が必要な利

用者の人数
※４：小規模多機能・複合型の平均利用者総数は登録人数の総数

業態

職

場

数

平均介護度（職場単位）
無

回

答

平均

～

２．５
未満

２．５～

３．０
未満

３．０～

３．５
未満

３．５～

４．０
未満

４．０～

４．５
未満

４．５
以上～ ２０１４

年
２０１３
年

特養 ２７ １ １ ２ ８ １１ ４ ３．８ ３．９

老健 ６０ １ １ １９ １９ ６ ３ １１ ４．２ ３．５

ＧＨ ２９ ４ ７ １０ ４ ４ ２．９ ３．０

小規模
多機能 １４ ７ ３ ４ ２．５ ２．６

複合型 ３ １ ２ ２．９ ２．８

短期
入所 １５ ２ ４ ７ １ １ ３．４ ３．４

８ 業態別利用者の総数及び認知症・要医療行為利用者数（施設）

ここでは、施設定員とは別に、調査対象期間に実
際に施設を利用した利用者について集計を行ってい
ます。
利用者総数は全体で４７２３．５人となっています。業
態別では、大規模で回答数の多い老健施設の利用者
が一番多く、２６２９．５人と全体の５５．７％を占めていま
す。
認知症利用者数は全体で３１３０．５人となっていま
す。短期入所で認知症利用者の割合が非常に高くな
っており（１００％を超えているのは、短期入所がほ
かの施設と異なり、利用者が短期間に入れ替わるた
め）、その他の施設でも７割以上と、全体的に利用
者に占める割合が高くなっています。
要医療行為については、老健、短期入所でその割
合が１割を超える結果となっています。
この項目では、短期入所の利用者には認知症の人、
医療行為が必要な人の利用が特段に多いということ
が明らかになっています。

９ 平均介護度別の職場の分布（職場）

利用者の平均介護度別に職場の分布を集計してい
ます。
老健施設の平均で前回を大きく上回る結果が出て
います。特養でも、前回同様に高い平均値となって
います。２０１５年４月から特養の入所者が要介護度３
以上に限定されます。現在でも、優先入所システム
があるため、急激に平均が引き上がるということは
考えにくいですが、影響の度合いによっては職員へ
の負担にも大きくつながります。
全体的には、前回とほぼ同様の傾向を示していま
す。
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業態 職場数
シフト数

無回答 平均
１通り２通り３通り４通り５通り６通り７通り８通り９通り

１０通り
以上

特養 ２７ ２ ８ ４ ６ ２ １ ４ ５．４通り

老健 ６０ １ ２ １７ ２１ ２ ７ １ ９ ４．９通り

ＧＨ ２９ １ １６ ４ ２ １ ５ ４．４通り

小規模多機能 １４ ４ ２ ３ １ １ ３ ４．５通り

複合型 ３ １ １ １ ６．７通り

短期入所 １５ １ １ ４ ４ １ ２ １ １ ４．９通り

当直と
3交替の混合
0.9％

当直と
2交替の混合
1.9％

変則3交替
1.9％

2交替･3交替
の混合
0.9％3交替

9.4％

2交替
84.9％

３交替 変則３交替
２交替・

３交替の混合
２交替

当直と
３交替の混合

当直と
２交替の混合

当直

１０ ２ １ ９０ １ ２

夜勤形態の比率

１０ シフト数（職場）

今回の調査で初めて、職場の勤務シフトの数について設問しました。介護施設では、利用者の生
活リズムに合わせて勤務が組まれています。しかし、十分に人員を配置できないために、食事や起
床の時間帯など、特に人員が必要な時間帯の勤務者数を厚くするために勤務シフト（早番・日勤・
遅番・夜勤）が多いのも介護施設の勤務の特徴です。勤務シフトが多ければ多いほど、職員の身体
や生活への負担は大きくならざるを得ません。
全体的には、４～５通りが平均的な値となっていますが、特養、複合型サービス施設では５通り
を超えています。また、全体の３割弱にあたる３３職場で「６通り以上」の回答となっており、職員
やその家族への負担は深刻です。勤務シフトを減らし、職員への負担を減らすためには、職員の配
置数を増やす以外にありません。

１１ 夜勤形態

１．施設単位の集計

施設単位での集計では、３交替夜勤が１３施設（うち、変則３交替＝２施設、
当直との混合＝１施設）であるのに対し、２交替夜勤は９２職場（うち、当直と
の混合＝２施設）となっており、２交替夜勤の施設が８６．８％（前回９２．８％）と
圧倒しています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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２交替
84.7%

当直と
２交替の混合
1.3%

当直
0.7%

当直と
３交替の混合
0.7%

３交替
8.7%

変則３交替
3.3%

２交替・３交替
の混合
0.7%

３交替 変則３交替
２交替・

３交替の混合
２交替

当直と
３交替の混合

当直と
２交替の混合

当直

１３ ５ １ １２７ １ ２ １

夜勤形態の比率

業 態 �３交替 �変則
３交替

�３交替と
２交替の混合

�２交替
（１６時間未満）

�２交替
（１６時間以上）

�当直
と３交替

�当直
と２交替

	当直 無回答 合計

特 養 １ ５ ７ ２ １５

老 健 ８ １ ８ １９ １ ２ ３９

Ｇ Ｈ １ ７ １５ １ ２４

小規模＆
複合型 ６ １１ １７

短期入所 １ １ ３ ９ １ １５

合 計 １０ ２ １ ２９ ６１ １ ２ ４ １１０

２．職場単位の集計

職場単位でも３交替夜勤の職場が１９職場に対し、２交替夜勤は１２９職場で
８６．０％（前回９１．９％）となっています。
施設・職場いずれの状況も、前回とほぼ同様の傾向を示しており、介護施設
では圧倒的に２交替夜勤が主流となっていることを改めて示しています。
なお、その他施設（有料老人ホーム、サービス付き高齢者住宅など）では、
８施設中７施設が２交替職場となっており、介護保険制度の施設と変わらない
状況です。

３．業態別の集計（施設単位）

業態別に夜勤勤形態を集計しました（施設単位）。小規模多機能＆複合型サ
ービスでは全ての施設が、ＧＨでも９割以上の施設が２交替夜勤となっていま
す。
また、２交替夜勤を実施している施設の約７割が勤務時間１６時間以上となっ

ており、圧倒的多数の施設で長時間夜勤が強いられている事がわかります。
１６時間以上の２交替夜勤の実施状況を業態別に見ると、比較的中～大規模の
特養・老健では５割程度となっていますが、小～中規模のＧＨ・小規模＆複合
型・短期入所施設では６割を超えています。
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0 20 40 60 80 100（％）

短期入所

小規模＆
複合型

GH

老　健

特　養

３交替 ２交替（16時間未満）

当直と３交替３交替と２交替の混合

変則３交替 無回答

当直と２交替２交替（16時間以上）

6.7％ 33.3％

2.62.6％％ 2.62.6％％5.15.1％％

4.24.2％％ 4.24.2％％

46.7％

20.520.5％％

6.76.7％％

13.3％

20.5％ 2.6％ 20.5％ 48.7％ 2.6％ 5.1％

4.2％ 29.2％ 62.5％ 4.2％

35.3％ 64.7％

6.7％ 6.7％ 20.0％ 60.0％ 6.7％

３交替夜勤 「職場」毎の夜勤体制

準夜勤帯 深夜勤帯
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

特 養 １ １

老 健 １ ８ １ １ １ ９ １

Ｇ Ｈ １ １

小規模＆
複合型

短期入所 １ １ １ １

※０．５人単位になっているのは、看護師等が複数の職場を兼務しているため

１人
体制

１．５人
体制
（※）

２人
体制

２．５人
体制
（※）

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

特 養 １１ １１ １ ２

老 健 ６ ３ １７ ３ １１ ５ １ １

Ｇ Ｈ ２３ ４ １

小規模＆
複合型 １７

短期入所 ５ ８

２交替夜勤 「職場」毎の夜勤体制

１２ 利用者数別の夜勤配置

介護施設の夜勤の業務内容は、排泄介助や体位交換等のルーチン業務のほか、徘徊者・不眠者に対するケ
アや熱発者への対応など、想像以上に過密な内容となっています。また、転倒・転落などの危険防止を心が
けながら業務を遂行しなければならないため、夜間帯と言えども少しも気を緩めることができません。
介護施設の夜勤配置については、利用者数に応じた配置要件が定められていますが（３５ページ参照）、施
設の構造や利用者の状態に応じた要件となっていません。そのため、夜勤配置については施設によって体制
に幅があります。
施設全体では、複数体制となっていてもフロア・ユニットなど職場単位では１人体制となっているケース
も少なくない状態です。また、看護職員の配置が「有」と回答した施設も少なくありませんが、看護職員の
配置人数そのものは少ないため、職場を掛け持ちで見ているケースがほとんどです。
参考に職場ごとの集計結果を掲載しました（下表）。老健では夜勤者が３人体制以上の職場も散見できま
したが、多くの職場では１人または２人体制で組まれる傾向にあります。日勤帯だけでなく、夜間帯の人員
の配置増も介護施設の大きな課題と言えます。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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老健 有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

準夜 深夜
平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

４０～
５０未満 ３ ４３．７人 ２ １ ３施設 ２．３人 ３ ４３．７人 ３ ３施設 ２．０人

５０～
６０未満
６０～
７０未満 １ ６５．０人 １ １施設 ４．０人 １ ６５．０人 １ １施設 ３．０人

７０～
８０未満 １ ７７．０人 １ １施設 ３．０人 １ ７７．０人 １ １施設 ３．０人

８０～
９０未満 １ ８８．２人 １ １施設 ４．０人 １ ８８．２人 １ １施設 ４．０人

９０～
１００未満 １ ９２．３人 １ １施設 ４．０人 １ ９２．３人 １ ４．０人

ＧＨ 有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

準夜 深夜
平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

１０未満 １ ９．０人 １ １．０人 １ ９．０人 １ １．０人

短期入所 有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

有効
回答
施設

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
施設数

平均
夜勤
配置

準夜 深夜
平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

４０～
５０未満 １ ３１．３人 １ １施設 １．０人 １ ３１．３人 １ １施設 １．０人

５０～
６０未満 ２ ４８．７人 ２ ２．０人 ２ ４８．７人 １ １ １施設 １．５人

１、３交替夜勤（施設単位）

老健）準夜勤帯で若干厚めの配置になっているものの、深夜勤帯では利用者５０人未満は２人体制、５０～８０
人未満で３人体制、８０～１００人未満で４人体制となっています。

ＧＨ）準夜勤帯・深夜勤帯を通して、１人夜勤となっています。

短期入所）短期入所では、２交替と３交替の混合型が１施設含まれています。この施設では、２交替が２
人体制で行われ、深夜勤帯に１人が追加され３人体制となっています。
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特養 有効
回答
施設数

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
職場数

平均
夜勤
配置平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

７人
体制

８人
体制

９人
体制

１０人
体制

１０未満

１０～
２０未満 １ １０．０人 １ １．０人

２０～
３０未満 １ ２２．５人 １ ２．０人

３０～
４０未満 ２ ３７．１人 ２ ２．０人

４０～
５０未満 １ ４２．０人 １ ２．０人

５０～
６０未満 ２ ５５．０人 １ １ ３．５人

６０～
７０未満
７０～
８０未満
８０～
９０未満 ３ ８１．６人 １ １ １ ４．０人

９０～
１００未満 １ ９０．０人 １ ４．０人

１００以上 １ １２１．０人 １ ６．０人

老健 有効
回答
施設数

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
職場数

平均
夜勤
配置平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

７人
体制

８人
体制

９人
体制

１０人
体制

１０未満

１０～
２０未満 ３ １６．７人 ３ １施設 １．０人

２０～
３０未満 ２ ２８．６人 １ １ １施設 １．５人

３０～
４０未満 １ ３９．０人 １ １施設 ２．０人

４０～
５０未満 １ ４８．０人 １ １施設 ２．０人

５０～
６０未満 １ ５７．８人 １ １施設 ３．０人

６０～
７０未満
７０～
８０未満 ５ ７４．５人 ２ ３ ５施設 ３．６人

８０～
９０未満 ６ ８５．５人 １ ３ １ １ ５施設 ４．７人

９０～
１００未満 ７ ９４．４人 １ ５ １ ７施設 ５．０人

１００以上 １ １１２．０人 １ １施設 ６．０人

２、２交替夜勤（施設単位）

特養）２０～５０人未満の施設で
は２人体制となっています。５０
人以上の施設では、施設により
配置数に幅があります。特養の
夜勤者の配置要件では６１～８０人
に対して３人以上、８１人～１００
人に対して４人以上の配置が必
要とされます。
看護師を夜勤に配置している
施設はありませんでした。

老健）５０人未満の施設は特養
と同様の傾向となっています
が、５０人以上の施設では特養以
上に配置人数にばらつきがみら
れます。老健の夜勤者の配置要
件には利用者数に関する要件が
ないことも１つの要因と考えら
れます。８割超の施設で看護師
を当直等ではなく、夜勤として
配置しています。特に、利用者
数が７０人以上の施設では１９施設
中１８施設で看護師を配置してい
ます。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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ＧＨ 有効
回答
施設数

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
職場数

平均
夜勤
配置平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

７人
体制

８人
体制

９人
体制

１０人
体制

１０未満 １３ ８．７人 １２ １ １施設 １．０人

１０～
２０未満 ７ １６．７人 １ ６ １施設 １．９人

２０～
３０未満 ３ ２６．３人 １ ２ ２．３人

小規模＆
複合型 有効

回答
施設数

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
職場数

平均
夜勤
配置平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

７人
体制

８人
体制

９人
体制

１０人
体制

１０未満 １７ ６．１人 １７ ２施設 １．０人

短期入所 有効
回答
施設数

利用者数
の平均
（人）

夜勤配置 看護師
職員配置
”有”の
職場数

平均
夜勤
配置平均

利用者数
１人
体制

２人
体制

３人
体制

４人
体制

５人
体制

６人
体制

７人
体制

８人
体制

９人
体制

１０人
体制

１０未満

１０～
２０未満 ３ １６．０人 １ ２ ２．３人

２０～
３０未満 ８ ２４．４人 ４ ４ ２施設 １．５人

３０～
４０未満 １ ３５．０人 １ ２．０人

ＧＨ）ＧＨでは、２０１２年の報
酬改定から１ユニット（利用定
員９人）に１人以上の夜勤者を
配置しなければならなくなりま
した。集計結果では、ほぼ全て
の職場で１人夜勤となっている
ことが分かります。

小規模＆複合型）小規模多機
能施設や複合型サービスでは、
泊まりの定員の上限は９人とな
っています。そのため、全ての
施設で夜勤は１人体制となって
います。また、泊まりを希望する
利用者がいる日のみの夜勤対応
となるため、突発的に泊まりの
希望があった場合の対応では、
介護職員への負担が問題となり
ます。

短期入所）利用者が３０人未満
の施設では夜勤の体制が１人体
制と２人体制で二分されていま
す。短期入所は比較的中規模な
施設で一定の利用者がいるにも
かかわらず、夜勤配置が少ない
のが特徴です。
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業 態 施設数
夜勤に
入った人数

うち非正規
職員人数

割合
非正規職員
が夜勤に入
った施設数

割合
（施設数）

特 養 １５ ３２５人 ２３人 ７．１％ ５ ３３．３％

老 健 ３９ １１１６人 ６１人 ５．４％ １４ ３５．９％

Ｇ Ｈ ２４ ２３２人 ５９人 ２５．４％ １６ ６６．７％

小規模
多機能 １４ ８８人 ３０人 ３４．１％ １０ ７１．４％

複合型 ３ ２５人 １４人 ５６．０％ ３ １００．０％

短期入所 １５ １９０人 ４８人 ２５．３％ １０ ６６．７％

１３ 夜勤に入った非正規職員人数

少ない人員体制で夜勤を回していかなければならないため、多くの施設では非正規職員も夜勤に入らざる
を得ない状況になっています。
比較的、正規職員の割合が高い特養や老健でも３割を超える施設で、非正規職員の割合が高いＧＨや小規
模多機能施設等では６割を超える施設で非正規職員が夜勤に組み込まれています。
また、夜勤に入った職員に占める非正規職員の割合でも、ＧＨや小規模多機能施設、短期入所では全夜勤
実施者の４分の１から３分の１が、複合型サービス施設では半数以上が非正規職員となっています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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0

老健

特養

60

70

50

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 10日以上

短期入所

ＧＨ

（人）

調査
施設数

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日
１０日
以上

合計

特 養 １ ３７人 ３７人

老 健 ８ １人 ４人 ３人 ４人 １８人 ２２人 ３６人 ６０人 ３４人 ８人 １９０人

Ｇ Ｈ １ １人 １人 ４人 ６人

小規模＆
複 合 型

短期入所 ２ ２人 １人 １２人 １３人 １人 ２９人

２０１４年 ２０１３年
９日以上
割合

平均
夜勤日数

最多
夜勤日数

夜勤専門
９日以上
割合

平均
夜勤日数

最多
夜勤日数

夜勤専門

特 養 ４．０日 ４日 ５７．１％ ８．６日 ９日

老 健 ２２．１％ ７．２日 １０日 ２人 ３．８％ ６．３日 ９日

Ｇ Ｈ ６６．７％ ８．８日 １３日

小規模＆
複 合 型

短期入所 ６．３日 ８日 ３人

１４ 夜勤日数（夜勤回数）

１．３交替

ひと月の夜勤日数については、特養・短期入所で全ての職員が８日以内に納まっていますが、老健・ＧＨ
では９日を超えている人が多数います。とりわけ、ＧＨでは６人中４人が１０日以上となっており（最大で１３
日）、介護職員の負担でようやく成り立っている状況といえます。職員の健康被害のリスクを減らしていく
ためにも３交替夜勤への転換は必要ですが、夜勤回数が多くては元も子もありません。職員への負担も夜勤
の回数も減らすためには、３交替への転換と体制の引き上げを同時に実施させていく必要があります。
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老健

特養

GH

短期入所

小規模＆複合型

0

50

100

150

200

250

300

350

400(人)

0.5回 1～1.5回 2～2.5回 3～3.5回 4～4.5回 5～5.5回 6～6.5回 7～7.5回 8～8.5回 9～9.5回 10回以上

調査
施設
数

０．５
回
迄

１
回

１．５
回

２
回

２．５
回

３
回

３．５
回

４
回

４．５
回

５
回

５．５
回

６
回

６．５
回

７
回

７．５
回

８
回

８．５
回

９
回

９．５
回
１０回
以上 合計

特 養 １１ ５人 ５人 １人２２人 ７人７７人１８人５３人 ４人２１人 ２人 ２人 ４人 ２人 ２２３人

老 健 ２７ １３人 ４８人 ５人１６３人２０人３３５人１６人１２３人 ４人２７人 １人 １人 ４人 １人 ７６１人

Ｇ Ｈ ２３ ２人 ９人 ３人２６人 ３人５８人 ６人７３人 ５人２８人 ２人 ３人 １人 ２人 １人 ３人２２５人

小規模＆
複 合 型 １７ ８人 １６人 １人２３人 ３人３７人 ４人１１人 １人 １人 １人 ３人 １人 １人 ３人１１４人

短期入所 １２ １人 ３人 ９人 １７人 ３人５３人 ４人２６人 ３人１７人 １人 ２人 １３９人

２０１４年 ２０１３年
４．５回
以上割合

平均
夜勤回数

最多
夜勤回数

夜勤専門
４．５回
以上割合

平均
夜勤回数

最多
夜勤回数

夜勤専門

特 養 ４７．５％ ４．４回 ８回 ４人 ３９．９％ ４．３回 ７回 ６人

老 健 ２３．３％ ３．９回 ９回 ８人 ２５．１％ ４．０回 １２回 １５人

Ｇ Ｈ ５５．１％ ４．６回 １１回 １０人 ４９．２％ ４．５回 ９回 ７人

小規模＆
複 合 型 ２２．８％ ３．８回 １２回 ６人 ９．２％ ３．２回 ６回 ２人

短期入所 ３８．１％ ４．２回 ８回 ８人 ５０．０％ ４．３回 ７回 ６人

２．２交替

夜勤が４回を超える職員は４８６人にも上り、全体の３割超となっています。
前回と比べて改善の傾向はみられません。とりわけ特養やＧＨで４回を超えた
職員が多く、その数は５割前後となっています（表「４．５回以上の割合」参照）。
また、特養、ＧＨ、短期入所では平均夜勤回数も４回を超えており、深刻な状
況となっています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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有
59.6％

無
40.4％

有効
回答
施設数

夜勤協定の有無
割合 割合
２０１４年 ２０１３年

有 無 有 無 有 無
特 養 １２ ３ ９ ２５．０％ ７５．０％ ４４．４％ ５５．６％
老 健 ３７ ２５ １２ ６７．６％ ３２．４％ ７６．５％ ２３．５％
Ｇ Ｈ ２１ １２ ９ ５７．１％ ４２．９％ ５６．３％ ４３．８％
小規模多機能 １３ １０ ３ ７６．９％ ２３．１％ ７２．７％ ２７．３％
複 合 型 ３ ２ １ ６６．７％ ３３．３％ １００．０％ ０％
短 期 入 所 １３ ７ ６ ５３．８％ ４６．２％ ４５．５％ ５４．５％

合 計 ９９ ５９ ４０ ５９．６％ ４０．４％ ６７．０％ ３３．０％

夜勤協定の有無

３交替夜勤を実施している施設の夜勤協定の回数

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 １０日 無回答 合計 平均 最高 ９日
以上

特 養
老 健 ３ １ １ ５ ８．３日９．０日 １
Ｇ Ｈ
小規模多機能
複 合 型
短 期 入 所 １ １ ２ ７．５日８．０日

合 計 １ ４ １ １ ７ ８．０日９．０日 １

※は回数が「２月当たり」で協定されているものを便宜上、１月当たりに置き換えたもの

２交替夜勤を実施している施設の夜勤協定の回数

１回 ２回 ３回 ４回 ※
４．５日５回 ６回 ７回 ８回 ９回 １０回 無回答 合計 平均 最高 ５回

以上
特 養 １ ２ ３ ９．０回９．０回 １
老 健 ７ １ ３ ２ ２ ５ ２０ ５．０回８．０回 ７
Ｇ Ｈ １ ３ ３ ３ １ １ １２ ４．５回６．０回 ４
小規模多機能 ３ ４ ２ １ １０ ４．８回８．０回 ３
複 合 型 １ １ ２ ５．５回６．０回 ２
短 期 入 所 ３ １ １ ５ ４．３回５．０回 １

合 計 １ １６ ９ １０ ４ ３ １ ８ ５２ ４．９回９．０回 １８

１５ 夜勤協定の有無（施設）

１．夜勤協定の有無

回答があった９９施設のうち、４０．４％（前回３３．０％）の施設で夜
勤協定が「無い」という結果となっています。労働組合のない介
護施設では、圧倒的多数の施設が夜勤協定のない状況に置かれて
いるのではないかと推察されます。

２．３交替夜勤を実施している施設の夜勤協定回数

夜勤回数に法的な上限はありませんが、同じく夜勤を行う看護分野には看護師確保法の指針があります。
それによると「夜勤は月８日以内（２交替に換算すると月４回）」となっており、国が示した基準と言えます。
協定の有無について、回答のあった１４施設のうち、夜勤協定が「有」との回答は７施設となっています。

そのうち、協定日数を回答した施設は６施設となっており、５つの施設で「国の基準」以内の協定回数とな
っています。

３．２交替夜勤を実施している施設の夜勤協定回数

一方で、２交替夜勤の施設では、回答のあった８３施設のうち、夜勤協定が「有」との回答は５２施設となっ
ています。そのうち、協定回数を回答した施設は４４施設となっていますが、「国の基準」以内の協定回数と
なっている施設は１７施設に止まっています。協定の平均回数も全ての業態で「国の基準」を上回っており、
介護施設での夜勤協定の締結に加え、回数についても国が示している基準を守らせていく運動が必要になっ
ています。
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特養

有

無

老健

GH

短期入所

21.4％

100.0％100.0％100.0％

78.6％78.6％78.6％

47.4％47.4％47.4％

72.7％72.7％72.7％

52.6％

27.3％

業 態
有効
回答
施設数

夜勤体制にかかわる
加算の取得

割合 割合

２０１４年 ２０１３年

有 無 有 無 有 無

特 養 １４ １１ ３ ７８．６％ ２１．４％ ８７．５％ １２．５％

老 健 ２６ ２６ １００．０％ ８５．７％ １４．３％

Ｇ Ｈ １９ ９ １０ ４７．４％ ５２．６％ １８．８％ ８１．３％

小規模多機能 １３ １３ 夜勤加算事態無し 夜勤加算事態無し

複 合 型 ３ ３ 夜勤加算事態無し 夜勤加算事態無し

短 期 入 所 １１ ８ ３ ７２．７％ ２７．３％ ３０．０％ ７０．０％

合 計 ８６ ５４ ３２ ６２．８％ ３７．２％ ５４．４％ ４５．６％

夜勤加算の有無

有
86.5%

無
13.5%

業 態
有効
回答
施設数

１２時間以上の
勤務間隔の有無

割合 割合

２０１４年 ２０１３年

有 無 有 無 有 無

特 養 １３ １３ １００．０％ ８８．９％ １１．１％

老 健 ３７ ２７ １０ ７３．０％ ２７．０％ ８４．３％ １５．７％

Ｇ Ｈ ２４ ２３ １ ９５．８％ ４．２％ ９３．８％ ６．３％

小規模＆複合型 １６ １５ １ ９３．８％ ６．３％ １００．０％

短 期 入 所 １４ １２ ２ ８５．７％ １４．３％ ７５．０％ ２５．０％

合 計 １０４ ９０ １４ ８６．５％ １３．５％ ８７．１％ １２．９％

１２時間以上あるか

１６ 夜勤体制にかかわる加算の取得

夜勤加算の取得については、ＧＨを除く業態で７割を超えて取得している状況が明らかになりました。し
かし、ＧＨでは取得率は５割以下と低くなっています。ＧＨにおいては、事業所規模が小さいために、経営
的に人員の加配が困難であったり、加算取得による費用対効果が低いなどの理由が考えられます。

１７ １２時間以上の勤務間隔の有無

全体の傾向は前回と変わらず、９割弱の施設では勤務間隔１２時間以上が確保されていることが明らかにな
っています。しかし、老健施設では４分の１の施設が、短期入所でも１割強の施設で勤務間隔「１２時間以上」
が確保されていません。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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２交替

業 態
有効回答
施設数

平均額 最高額 最低額

特 養 １３ ４，８８５円 ７，０００円 ３，０００円

老 健 ２１ ７，６６８円 １１，５３０円 ４，５００円

Ｇ Ｈ ２２ ４，６１７円 ７，０００円 ２，５００円

小規模多機能 １４ ５，５７５円 １０，０００円 ３，０００円

複 合 型 ３ ３，６３３円 ４，０００円 ２，９００円

短 期 入 所 １３ ６，９９０円 １０，６００円 ５，０００円

合 計 ８６ ５，８８３円 １１，５３０円 ２，５００円

３交替

業 態

準夜 深夜

有効回答
施設数

平均額 最高額 最低額
有効回答
施設数

平均額 最高額 最低額

特 養

老 健 ８ ３，３１６円 ５，１００円 ２，３００円 ８ ４，２６５円 ６，７９５円 ２，７００円

Ｇ Ｈ

小規模多機能

複 合 型

短 期 入 所 ２ ２，２３０円 ２，４００円 ２，０６０円 ２ ２，９８０円 ３，６００円 ２，３６０円

合 計 １０ ３，０９９円 ５，１００円 ２，０６０円 １０ ４，００８円 ６，７９５円 ２，３６０円

１８ 夜勤手当

今回の調査で新たに調査項目に追加しました。夜
勤手当額だけで介護施設同士の賃金の良し悪しを比
較することはできませんが、医療施設よりもさらに
低い水準であることは間違いありません。また、介
護施設の夜勤手当の相場がどの程度かを把握する資
料であると言えます。
２交替夜勤の全体の平均額は５，８８３円となってい
ますが、業態によってばらつきが大きく、最高は老
健の７，６６８円に対して最低は複合型サービス施設の
３，６３３円となっています。また、同一業態でも差が
激しく、小規模多機能施設では最高額と最低額に３
倍以上の差が見られます。
３交替夜勤の平均額は準夜手当で３，０９９円、深夜

手当で４，００８円となっており、やはり低い水準とな
っています。
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有
37.8%

無
62.2%

業 態
有効
回答
職場数

夜間救急対応
の有無

割合

有 無 有 無

特 養 ２５ １２ １３ ４８．０％ ５２．０％

老 健 ４８ ２４ ２４ ５０．０％ ５０．０％

Ｇ Ｈ ２３ ６ １７ ２６．１％ ７３．９％

小規模＆複合型 １７ １ １６ ５．９％ ９４．１％

短 期 入 所 １４ ５ ９ ３５．７％ ６４．３％

合 計 １２７ ４８ ７９ ３７．８％ ６２．２％

夜間救急対応はあったか

有
24.4%

無
75.6%

業 態
有効
回答
職場数

夜勤明け翌日が
勤務だった有無

割合

有 無 有 無

特 養 ２５ ５ ２０ ２０．０％ ８０．０％

老 健 ５２ １３ ３９ ２５．０％ ７５．０％

Ｇ Ｈ ２８ ８ ２０ ２８．６％ ７１．４％

小規模＆複合型 １６ ４ １２ ２５．０％ ７５．０％

短 期 入 所 １４ ３ １１ ２１．４％ ７８．６％

合 計 １３５ ３３ １０２ ２４．４％ ７５．６％

夜勤明け翌日が勤務だったか

１９ 夜間救急対応

介護施設での夜間の救急対応は医療機関とは異なり、施設内で対応することができない場合もあります。
病院への搬送が必要となる場合などは、残された夜勤者の勤務状況にも多大な影響を与えます。
全体では回答のあった職場の１２７職場のうち、４割弱に相当する４８職場で救急対応があったと回答してい

ます。
業態別に見ると、特養や老健で約半数、短期入所で３分の１の職場で救急対応が「あった」と回答してい
ます。

２０ 夜勤明け翌日が勤務

２交替・３交替にかかわらず、体調への影響を踏まえ、夜勤の翌日は勤務免除、最低でも休日とすべきで
すが、「夜勤明けの翌日が勤務だったことがあったか」の設問に対しては、４分の１の施設で「勤務だった
ことがある」と回答しています。この傾向は、どの業態でも同様の傾向を示しており、ＧＨでは３割弱の施
設で「ある」と回答しています。
こうした事情は、職場の人員体制の影響も多分に受けており、夜勤者の確保、職員体制の確保、人員配置
の引き上げが緊急に求められていることを示しています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果

医 療 労 働３１



業 態 施設数

サービス付き
高齢者向け住宅 ３

有 料 老 人
ホ ー ム ４

養 護 老 人
ホ ー ム １

合 計 ８

業 態

割 合

正規
職員

非正規
職員

サービス付き
高齢者向け住宅 ４１．７％ ５８．３％

有 料 老 人
ホ ー ム ５９．２％ ４０．８％

養 護 老 人
ホ ー ム ４１．９％ ５８．１％

合 計 ４９．０％ ５１．０％

業 態 ３交替 ２交替
（１６ｈ未満）

２交替
（１６ｈ以上）

サービス付き
高齢者向け住宅

３

有 料 老 人
ホ ー ム

１ ２ １

養 護 老 人
ホ ー ム

１

合 計 １ ３ ４

２１ 介護保険外施設の集計

今回の調査では、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームなど８つの介護保険外施設からも回答が
ありました。介護保険関連施設とは区別して集計を行いました。

�業態と回収数の内訳
集まった介護保険外施設の業態の内訳は表のとおり
です。２０１２年度の制度改正以降、サービス付き高齢者
向け住宅が増えています。これら全ての施設は民医連
からの回答となっています。

�非正規職員の割合（％）
非正規職員の割合と業態とに関係性は見られません
でした。また、介護保険施設のように、小規模事業所
ほど非正規職員の割合が高いという傾向もみられませ
んでした。

�夜勤形態（施設）
８つの施設のうち、３交替施設は１カ所で、
残りは２交替施設でした。そのうち１６時間以
上の夜勤をしているのは４施設となっていま
す。
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１人体制 ２人体制 ３人体制 無 回 答

１０以上
２０未満 １

２０以上
４０未満 ２※ １

４０以上
６０未満 １

６０以上
８０未満 １

８０以上
１００未満 １ １

合計 ３ ３ １ １

※は３交替施設を含む

夜勤協定
の有無

協定日数
（協定回数）

有 無 無回答 ４回 ８日（回）

サービス付き
高齢者向け住宅 ２ １ １ １

有 料 老 人
ホ ー ム ２※ ２ １ １※

養 護 老 人
ホ ー ム １

合 計 ４ ３ １ ２ ２

※は３交替施設の１施設を含む

�夜勤体制（施設）
施設の規模別に夜勤体制を集計し
ました。集計できた７施設のうち３
施設（３交替含む）で１人夜勤とな
っています。

�夜勤協定の有無
夜勤協定が「有る」と回答した施
設は８施設中４施設にとどまりまし
た。協定が「有る」施設で、協定回
数が「月８日（２交替換算８回）以
内」に収まっている施設は４施設中
３施設となっています。

２０１４年介護施設夜勤実態調査結果
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はじめに

今集会は、医療・介護の大改悪と患者負担増に対
する運動を具体化すること、業務委託の動きやたた
かいの交流を深めること、給食部門の労働実態を明
らかにして改善の取り組みを交流すること、はじめ
てとなる「セントラルキッチン・クックチル分科会」
でセンター化された職場の組合員の交流をはかるこ
と、セントラルキッチン職場で労働組合を結成した
「神奈川県医療事業協同組合労働組合」の仲間を激
励することなどを柱に取り組みました。
開会のあいさつでは、「原則２６０円から４６０円に病

院給食の自己負担が引き上げられようとしている
が、実施されれば患者は安心して療養することが一
層難しくなる」と自己負担増を許さない取り組み強
化が呼びかけられました。

患者負担増を強いる
悪政ストップの訴え

基調報告は、総選挙の投票日を１週間後に控えて
いたこともあり、病院給食の患者自己負担増など医
療・社会保障解体やＴＰＰ参加、戦争する国へと暴
走する安倍政権にノーを突きつけるため、選挙にい
って投票しようと訴えがされました。そのうえで、
治療食である病院給食を守ること、業務委託に反対
し直営を守ることを基本にして、�病院給食の患者

負担引き上げ反対、�ＴＰＰ交渉からの撤退、�「病
院給食は治療食」の社会的アピール、�欠員補充な
ど職場を守る取り組み、�給食改善や技能向上、な
どが行動提起として呼びかけられました。
特別報告は、青森から「給食センター化の現状と

問題等報告」、東京からは「全国医療研ＩＮ東京
食文化交流会報告」が行われ、その後、３分科会・
１分散会に分かれ、熱心な討論・交流が行われまし
た。
今回の集会はとりわけ、病院給食をめぐっては大

幅な患者負担増が強いられるもとでの開催となり、
４６０円への自己負担引き上げストップのたたかいが
強調されました。

病院給食をめぐる情勢

（１）業務委託とセンター化について

病院給食は、原則として直営方式で行うこととさ
れていました。しかし厚生省（当時）が「病院におけ
る給食業務の一部委託について」（昭和６１年厚生省
健政発第２２６号）を通知して以降、さらに財界の「新
自由主義」のもとで、医療を儲けの場として規制緩
和と参入が進み、病院給食の業務委託は広がってい
ます。
【業務委託】

病院給食の現場では、洗浄業務の業務委託、調理
業務への違法な派遣労働者の導入、全面委託も広が

報 告

自己負担４６０円への引き上げに
ストップのたたかいを
病院給食問題全国交流集会（２０１４年１２月６～７日）より

日本医労連給食対策委員会

日本医労連は、昨年１２月６～７日、第２４回病院給食問題全国交流集会を開催し、４

全国組合・１８県医労連（４１単組）から７８人の管理栄養士・調理師が参加し、病院給食

部門の諸課題について学び、交流しました。
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っています。背景には、「直営原則」に対する規制
緩和があり、１９９２年の医療法の改正で、病院・診療
所等の業務委託に関する規定が設けられ、さらに９６
年の改正で、病院外の調理加工施設を使用して調理
を行う院外調理を認めることなどが進められてきま
した。業務委託した病院では、材料費や人件費の切
り下げによって、給食の質的低下、技術レベルの低
下が問題視されています。日本医労連の方針に沿っ
て業務委託に対するたたかいの方針を明確にし、職
場・地域で運動を強化することが求められていま
す。
【院外調理（センター化）】

厚労省は、医療費削減のために、病院給食の業務
委託（９２年）、病院給食の有料化（９４年１０月）、「院
外調理・センター化」（９６年４月）などの施策を推
し進めてきました。
院外調理・センター化は、日本医労連の組織のあ
る職場では、民医連・生協労組では北海道・青森・
宮城・東京・神奈川・兵庫・福岡・沖縄、厚生連労
組では長野で導入されています。また、地方都市を
中心に、大手業者による真空調理・クックチルを用
いた小規模病院や有床診、福祉関係施設への配送が
広がっています。
直営を求める運動や設備投資など採算性の問題、
業務委託や非正規労働者の増大によるコスト削減、
個別対応食や特別食など多様性の広がりなどによ

り、医労連加盟職場では院外調理・センター化が本
格的な動きにはなっていない状況です。さらに、労
働者の雇用形態や賃金・労働条件、カット野菜や冷
凍食品の使用が給食に与える影響、現場労働者の働
き甲斐など、検証していく必要があると考えていま
す。

（２）病院給食の患者負担増について

厚生労働省は２０１４年７月、一般病床などの入院患
者が支払う病院給食の自己負担額を、１食２６０円か
ら倍近い４６０円に引き上げようと、社会保障審議会
の医療保険部会に示しました。この値上げが実施さ
れれば、１日あたりの給食自己負担は１，３８０円、１
カ月で４０，０００円を超す負担となります。
もともと病院給食は、治療の一環として位置付け

られており、検査や薬などと同様に、公的保険で「療
養の給付」に含まれていました。しかし１９９４年に１
日６００円の患者負担が導入されてからは負担増が繰
り返され、現行では一般病床や精神病床で１食６４０
円と定められている食費のうち、食材費分として１
食２６０円の負担が求められています。今回の厚労省
案では、食材費分２６０円にさらに調理費分２００円が上
乗せされ、１食４６０円が課せられようとしています。
この負担増で、医療保険財政からの支出は４，８００億
円減らされることになります。２００６年に療養病床に
入院する６５歳以上の患者負担に調理費分が上乗せさ

●報告
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れた際には、負担増に耐えきれない患者の退院が急
増しました。病院給食の自己負担額は、高額療養費
の対象外でもあり、負担増はさらなる患者追い出し
となるのは必至です。
また負担増の理由として、食費を全額自費で賄っ
ている在宅患者との公平性を保つためとしています
が、在宅患者との公平性を言うのであれば、在宅患
者にも管理栄養士による食事指導などの食事治療を
保障すべきと考えます。

（３）ＴＰＰ参加、食品偽装問題について

弱肉強食の新自由主義による経済・利潤最優先の
政治が行われ、規制緩和が相次ぎ、さらに規制の完
全撤廃を行うＴＰＰ参加が進められ、食の分野から
も大きな反対運動が起こっています。さらに食をめ
ぐっては、コメや牛肉などの偽装、レストランなど
での食材産地等の偽装が相次ぎ、安全安心の「食」
の確保は重要な国民的課題となっています。
【ＴＰＰ問題】

ＴＰＰでは、食品の安全確保のルール・基準も規
制緩和の対象になっています。ＴＰＰのもとで「食」
の安全崩壊は不可避です。主食のコメは、関税ゼロ
の場合、国内消費の３割がアメリカ・オーストラリ
ア産になる（すでに関税ゼロの大豆は９割以上が輸
入）と言われ、残留農薬基準がアメリカ基準になれ
ば、殺虫剤（マラチオン）では日本の８０倍まで認め
ることになります。遺伝子組み換え品についても、
現在の表示義務は貿易障壁とされ、なくなる恐れが
あります。さらに関税ゼロのもとで、牛肉の国内産
の約７割、サケ・マス類の国内生産量の約６割、コ
メの約３割が外国産に置き換わると予想され、日本
の農林水産業を破壊し安全安心の食料自給は危機的
状況に追い込まれます。
【偽装問題】

中国の食品加工会社による使用期限切れの鶏肉を
使ったチキンナゲット製造は、世界各国に衝撃を与
えました。また、日本料理店による安価な和牛を松
阪牛・佐賀牛と偽って７，１７０食も販売する事件も起
こりました。これらの背景には、この間の食品偽装

と同様に、利益最優先の集客姿勢と「食」に対する
モラルの欠如、メニューの表示には食品のような産
地偽装の罰則規定や食品表示の義務がないことが考
えられます。

給食対策委員会の活動

日本医労連給食対策委員会は、病院給食問題全国
交流集会の他に、全国組合や地方協での学習会、医
療研究全国集会の給食分科会など、交流会や学習会
に取り組むとともに、厚生労働省交渉や、秋闘キャ
ラバン行動での「病院給食の自己負担引き上げ撤回
を求める要請書」活用の呼びかけなど行ってきまし
た。
【厚労省交渉】

２０１４年６月２５日、厚生労働省交渉を行いました。
交渉では、�食数に見合った人員配置基準の新設、
�嚥下食について食事形態の統一基準をつくり加算
対象とすること、�特別管理加算と選択メニュー加
算の復活、�「栄養相談室」の設置基準の新設と財
政措置、�医療・介護施設の食中毒の実態公表と改
善施策、�業務委託・院外調理の実態調査、�災害
対応の備蓄品への補助金新設、	ＴＰＰ交渉への不
参加、
被災地の病院給食の提供体制確保と財政措
置、などを強く要請しました。
【センター職場見学】

セントラルキッチンで働く仲間の労働や提供され
る給食内容について知る機会を得ようと、２０１４年１０
月２日、兵庫民医連「メディカルフーズはぁもにぃ」
の現場見学と懇談を行いました。参加者からは、衛
生面での取り組みやクックチル方式に学ぶべきもの
があると意見がだされる一方で、使用されているカ
ット野菜・仕込み野菜に食材自身の味が感じられな
いこと、利益確保のために非正規雇用が前提にされ
ていることなどが指摘されています。
【自己負担増の撤回を求める要請書】

秋闘キャラバン行動の取り組みの中で、「病院給
食の自己負担引き上げ撤回を求める要請書」を活用
して取り組みを呼びかけてきました。要請では、�
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病院給食１食２６０円から４６０円への自己負担額引き上
げを撤回すること、�病院給食を公的保険の「療養
の給付」に含めて自己負担を解消すること、の２項
目で国に働きかけるように求めてきました。東京医
労連給食対策委員会でも、要請書を活用して東京都
議会への陳情が行われています。

医労連給食対策委員会の年間方針

給食対策委員会では、次の６点を軸に活動を進め
て行きます。
（１）病院給食の患者負担引き上げに反対します。
（２）ＴＰＰからの撤退を要求します。
（３）診療報酬改善の運動を進めます。
（４）賃金・労働条件改善、直営を守る運動を進め
ます。

（５）給食問題全国交流集会と医療研究全国交流集
会の成功に向けて取り組みます。

（６）職場の取り組みとしては、�給食の改善、�
業務委託阻止闘争の強化、�欠員の後補充対策、
�調理師の技能の向上、�「病院給食は治療食」
の社会的アピールを大きくひろげていきます。

第３回病院給食実態調査
（２０１２年３月）より

委託状況

委託状況は、１９９０年１７．９％（一部委託・全部委託
合計）、１９９６年２７．２％、２００８年５０．３％と増加傾向に
歯止めがかかっていません。一方で、厚労省の医療
施設静態調査（２００８年）では６０．２％にのぼっており、
医労連加盟組織が委託化の歯止めになっているこ
と、委託から直営に戻すことができた組織があるこ
とが明らかになりました。
委託は経営改善を目的として行われ、人手不足

３８．８％、経費削減３２．５％を理由に進めています。委
託導入時には「人が来ない」ことを理由にするもの
の、委託後の問題としても「人が来ない２８．８％」こ
とを一番の問題にしており、委託が人を確保する方
策にならないことが明らかになっています。経費削
減のためにスタッフの多くを非正規雇用で確保しよ
うとし、低賃金のため募集しても集まらず、また定
着せず、技術も継承できない状況です。
【一部委託・全部委託の状況】
１９９０年 １７．９％（一部・全部合計）
１９９６年 ２７．２％（一部１５．６％・全部１１．６％）
２００８年 ５０．３％（一部３６．３％・全部１４．０％）

６０．２％（厚労省・医療施設静態調査）

患者食数

患者食数の内訳では（一般食：特別食：個別対応
食の割合）７９．５％にあたる２７６病院が毎日３割以上

●報告
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の特別・個別対応食を作ると回答しました。また、
特別食と個別対応食あわせて５割以上作っている病
院は１３２病院４４．６％、特別食を５割以上作っている
のは９５病院３２．１％、特別食を７割以上作っているの
は３７病院１２．５％となりました。１９９６年の調査では、
特別食５割以上は１９．２％、７割以上はわずか６．９％
だった結果を踏まえると、患者の重症化と高齢化に
より、手間や時間、技術のいる特別食・個別対応食
が増えている実態が明らかになりました。

食材費

調査では１日当たりの食材費は平均１日７４１円、
１食あたり２４７円になっています。現在の入院時食
事療養制度では、１食の自己負担は２６０円で３食７８０
円あることから、自己負担部分がほぼ食材費に充当
されていると考えられます。１日当たりの食材費は、
９６年調査時は６００～７００円代（３３．９％）、今回は７００
～８００円（４０．１％）で回答が多くなっており、食材
費が高くなっていることが明らかになりました。
病院直営の食材費については、７００～８００円が

４２．０％、全面委託・外注では６００～７００円が３６．４％と
なっています。７００円を基準で見てみると、直営・
一部委託では７００円未満は２９％ですが、全面委託・
外注は７００円未満が３６％となっており、委託・外注
では食材費を安く抑えている事が明らかになりまし
た。

人員配置

平成１０年版厚生省保険局医療課編「看護・食事療
養等の実際」に、「実情を勘案し、１回の給食数２５
～３０食に１人の割合で配慮されることが望ましい。
ただし、この数はあくまでも標準的な規模の医療機
関の一般食の提供の基準であって、規模が小さくな
るほど相対的に必要数は増え、特別食給食を行う施
設にあたっては、さらに増員が必要となってくる」
と記載してあります（平成２４年も同じ記述）。
調査では、１回当たりの患者食（数）の中間値は

２５０食で、２５～３０食に１人配置とすれば１０人が必要
人数となります。職種別職員数を平均すると管理栄
養士２人・栄養士１．９５人・調理師５人・事務員０．６１
人・調理員５．５２人となっており、管理栄養士と事務
員を除くと２５０食を１２．４７人で作っていることになり
ます。調理員は非正規・短時間労働者が多く、４４．６％
の病院が５割以上の特別食や個別対応食を作ってお
り、人員不足は明らかです。

災害時マニュアルと備蓄品

３．１１東日本大震災以降、災害時マニュアルと備蓄
品は８０％以上の病院が備えています。備蓄日数は３
日間で、多くの場合は病院の持ち出しで個々の病院
まかせになっています。被災時、患者・職員だけで
なく地域住民の食と命を守った教訓から、直営によ
る病院給食の運営と、国からの財政措置を要求する
ことが必要です。
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20代　23.5％

30代　28.6％40代　24.2％

50代　18.4％

60歳以上
4.7％

無回答　0.4％
10代　0.3％

医療技術職
18.6％
医療技術職
18.6％

医療技術職
18.6％

看護職
44.8％
看護職
44.8％
看護職
44.8％

事務職
12.4％

技能・労務職
(助手含む）
5.2％

保育士
0.6％ 介護職

12.7％
介護職
12.7％
介護職
12.7％

その他 4.5％
無回答 0.6％ 医師 0.5％

調査結果の概要

○実施時期 ２０１４年１０月から１２月

（最終集約日２０１５年２月３日）

○調査対象 加盟組合の組合員、職場の労働者

○集約数 ３万４，９３８人（３９県１６４組合）

様式の違いでデータに反映できなかった分を含

めると４５県１７８組合３７，１９５人分

１ 回答者の属性

１．性別

回答者の性別は、「女性」７７．９％、「男性」２１．８
％。
２．年齢（図１－�）
回答者の年齢分布は、「３０代」が２８．６％で最も多

く、「４０代」２４．２％、「２０代」２３．５％、「５０代」１８．４

％の順となっています。２０代から４０代に分布は集中
しています。
３．雇用形態

回答者の雇用形態は、「正職員」８０．８％、「パー
ト・臨時・嘱託職員」１６．７％、「派遣・委託」０．４
％となっています。
４．組合加入

回答者の組合加入の有無は、「加入している」８５．２
％、「組合はあるが加入していない」１１．８％、「組
合はない」０．６％となっています。
５．職種（図１－�）
回答者の職種は、「看護職」が４４．８％で最も多く、

次いで「医療技術職」１８．６％、「介護職」１２．７％、
「事務職」１２．４％、「技能・労務職（助手含む）」
５．２％、「その他」４．５％、「保育士」０．６％、「医
師」０．５％の順となっており、分布は昨年とほとん
ど変わっていません。

日本医労連「２０１５年春闘・働く
みんなの要求アンケート」結果
日本医療労働組合連合会 ２０１５年２月４日

日本医労連が取り組んだ「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」の

集計結果を以下に報告します。２０１５年春闘における基礎資料・要求討議資料

として活用をお願いします。

図１－� 年齢 図１－� 職種

医 療 労 働４１



0 20 40 60 80 100(％）

2014年

2015年

15.9％ 44.3％ 35.9％
3.4％ 0.3％

0.2％

かなり苦しい やや苦しい まあまあだ ややゆとりがある
かなりゆとりがある

無回答

18.2％ 45.6％ 33.2％

2.5％

0.3％

0.2％

賛成　3.8％

反対　72.7％

どちらとも
いえない
23.3％

無回答　0.2％

２ 生活実態と賃上げ要求

１．生活実感「苦しい」は６割を超える（図２－�）
生活実感では、「かなり苦しい」が１８．２％（昨年

１５．９％）、「やや苦しい」が４５．６％（昨年４４．３％）
で、共に昨年を上回り、合わせて６３．８％（昨年６０．２
％）が生活実感が苦しいと回答しています。「やや
ゆとりがある」と「かなりゆとりがある」は合わせ
ても２．８％（昨年３．７％）にしかならず、生活実感は
悪化していると受け止められます。

職種別では、「介護職」７３．９％、「技能・労務職」
７３．４％、「保育士」６５．０％、「事務職」６２．４％、「看
護職」６１．５％の順、年代別では「４０代」６９．０％、「５０
代」６８．９％、「３０代」６４．５％の順で生活実感の苦し
さを訴える回答が多くなっています。
２．消費税１０％への引き上げ（図２－�）
消費税を１０％に引き上げることに対しては「反対」

が７２．７％、「どちらともいえない」２３．３％であり、
「賛成」はわずかに３．８％です。

図２－� 生活実感

図２－� 消費税１０％への引き上げ
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収入が減り、支出の
節約や貯蓄に回す分
を減らしている

今のところ収入は減っ
ていないが、今後の生
活に不安を感じている

収入は減っていな
いし、とりあえず
心配もしていない

無回答2015年

2014年 15.3％ 27.4％ 51.3％
5.0％

0.9％

16.7％ 27.8％ 50.5％ 4.4％ 0.7％

３．「収入が減った」は４４．５％（図２－�）
年間収入の増減では、「今のところ収入は減って
いないが、今後の生活に不安を感じる」が５０．５％（昨
年５１．３％）で最も多いが、「収入が減り、支出の節
約や貯蓄に回す分を減らしている」２７．８％（昨年２７．
４％）、「収入が減り、支出の大幅切り詰めや貯蓄
取り崩しをしている」１６．７％（昨年１５．３％）で、生
活実感と同様に共に昨年よりも悪化し、「収入が減
った」は合せて４４．５％（昨年４２．７％）となっていま
す。
４．１カ月の賃金不足額は、平均で４万円を超える

（図２－�）
生活実感からの１カ月の賃金不足額は、「５万円」

が最も多く３１．６％、次いで「３万円」２４．６％、「２
万円」１０．０％などとなっています。４万円以上の回
答は合わせて５１．６％で過半数を占め、賃金不足額の
平均は、４万２６５円（昨年３万８，３３５円）となってい
ます。
５．春闘での賃上げ要求額は、平均で２万６，４５１円

（図２－�）
２０１５年春闘での賃上げ要求額は、「１万円」が最
も多く２９．６％、次いで「３万円」２０．２％、「２万円」
１６．１％、「５万円」１３．５％などとなっており、「１０
万円以上」も３．５％あります。賃上げ要求額の平均
は、２万６，４５１円（昨年２万５，６８１円）となっていま
す。

図２－� 収入と家計の状況

図２－� 賃金不足額 図２－� 賃上げ要求額

平均 ４０，２６５円 平均 ２６，４５１円

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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６．パートなどの時間給は、１，０００円未満が３７．７％

（図２－�）
パートなど非正規雇用労働者の時間給は、「１，００

０円台」が最も多く１８．２％、次いで「８００円台」１７．２
％、「９００円台」１５．８％、「１，５００円以上」１５．１％、
などの順となっています。この間の非正規雇用労働
者の賃上げ要求前進もあり、「１，０００円未満」は３７．７
％（昨年４２．０％）で改善が見られます。しかし職種
別で「１，０００円未満」は、「保育士」６４．９％、「技
能・労務職」６０．７％、「事務職」５１．３％「介護職」
５１．１％、「医療技術職」１１．８％、「看護職」７．１％

などとなっており、職種間格差が大きくなっていま
す。
７．パートなど時間給の人の賃上げ要求は、時間給

で１５１円（図２－�）
パートなど非正規雇用労働者の賃上げ要求額は、

「１００円」が最も多く３１．７％、次いで「５０円」１７．２
％、「２００円」１２．６％、「４００円以上」１１．３％などの
順となっています。時間給の賃上げ要求額の平均は、
１５１円で昨年とほぼ変わりません。

図２－� パートの時間給

図２－� パートの賃上げ要求額（時間給）
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とても疲れる
47.3％やや疲れる

46.2％

あまり疲れない
4.5％

まったく疲れない
0.2％

どちらとも言えない
1.4％

無回答
0.3％

ほとんど
ない
16.9％

10時間未満
35.7％

10時間～
20時間未満
25.0％

20時間～
30時間未満
10.7％

無回答0.8％

わからない
2.2％

30時間～
40時間未満
4.7％

40時間～
50時間未満
2.2％

50時間～80時間未満
1.2％

80時間以上
0.7％

３ 労働実態

１．「疲れる」の回答が９割を超える（図３－�）
普段の仕事での疲労感は、「とても疲れる」４７．３

％、「やや疲れる」４６．２％を合わせると９３．５％で、
圧倒的多数が疲労感を訴えています。職種別では、
「とても疲れる」の回答が「看護職」５８．４％（やや
疲れるを合わせると９６．５％）で最も多く、次いで「介
護職」４８．７％、「医師」４２．８％などの順となってい
ます。
２．１カ月の時間外労働（図３－�）
１カ月の時間外労働は、「ほとんどない」は１６．９

％、「１０時間未満」３５．７％、「１０時間～２０時間未満」
２５．０％、「２０時間～３０時間未満」１０．７％などとなっ
ています。過労死警戒ラインとなる「４０時間～５０時
間未満」２．２％、「５０時間～８０時間未満」１．２％、危
険水域の「８０時間以上」も０．７％で、合わせて４．１％
が過労死ラインに触れています。特に「医師」（２８．
８％）においては、４人に１人以上が過労死ライン

となっており、「８０時間以上」が１１．４％と突出して
います。
３．４割が不払い時間外労働

１カ月の不払い時間外労働「ない」は５０．９％、「５
時間未満」２０．６％、「５時間～１０時間未満」１０．４％、
「１０時間～１５時間未満」４．３％などとなり、３９．７％
が何らかの不払い残業があると回答しています。職
種では「看護職」が５１．６％で最も不払い残業が多く、
年代別では「２０代」が４６．４％で最も不払い残業が多
くなっています。

図３－� 疲労感 図３－� １カ月の時間外労働

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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（％）0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

福利厚生が充実していない

経営状態がよくない

自らの健康も守れない

経営者や上司が横暴

職場の人間関係が悪い

教育制度がよくない

医療・看護内容が悪い

母性保護が守られない

人員が少ない

仕事がきつい

夜勤が多い

休暇が取れない・少ない
時間外労働が多い

労働時間が長い

成果・能力主義が強まっている

一時金が少ない
賃金が安い

４ 職場での不満と政治への要求

１．職場での不満（正職員）の１位と２位は、「賃

金が安い」と「一時金が少ない」（図４－�）
正職員の不満は、「賃金が安い」５２．１％、「一時

金が少ない」４１．１％、「人員が少ない」３８．６％、「休
暇が取れない・少ない」２８．５％に集中しています。
低賃金と人手不足の実態が浮かび上がっています。

図４－� 職場での不満（正職員）
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0 10 20 30 40 50（％）

その他

ただ働きがある

労働契約が守られない

同僚・上司との人間関係

正社員との賃金・労働条件の格差

無回答

正社員を希望しているがなれない

仕事がきつい

職場や仕事がなくなるのではないか

雇用契約が更新されないのではないか

休暇がとれない

労働時間が短い

労働時間が長い

賃金が安い

２．正職員以外の職場での不満１位も「賃金が安い」

（図４－�）
正職員以外の不満では、「賃金が安い」４４．４％、
「正職員との賃金・労働条件の格差」３４．２％、「雇
用契約が更新されないのではないか」１４．５％などと

なっており、賃金、均等待遇、雇用に対する不満が
上位となっています。

図４－� 職場での不満（正職員以外）

「２０１５年春闘・働くみんなの要求アンケート」結果
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景気・物価対策、中小企業振興

年金改悪中止、最低保障年金確立

消費税増税阻止、大企業・金融ファンド・富裕層への課税強化
医療・介護総合法の施行中止、

保育制度の改善、生活保護改悪阻止

原発事故収束、再稼働阻止・原発ゼロ、
再生可能エネルギーへの転換

震災復興、被災者の生活再建、原発事故の損害賠償

時短、労働安全衛生・メンタル対策

食の安全・食料自給率向上、農林漁業振興

最低賃金の大幅引上げ・全国一律制導入、公契約法・条例制定

集団的自衛権などによる憲法改悪反対、
思想・表現の自由など民主主義原則の尊重

教育費無償化拡大、公的教育充実、教育制度改悪阻止

派遣自由化、残業代ゼロ、限定正社員、
解雇自由化などの安倍「雇用改革」の阻止

米軍基地の国外移設、オスプレイ撤去、核兵器廃絶

ＴＰＰ参加撤回、特区制度等による規制緩和中止

公務員の給与制度見直し・公共サービス切捨て撤回、
国の出先機関廃止等、国の責任の自治体への押しつけ阻止

安価な公共住宅や家賃補助制度

性別や雇用形態、年齢による処遇差別根絶、均等待遇実現

防災対策・生活関連公共事業の充実

無回答

0 10 20 30 40 50 60
（％）

51.2
40.9
39.5

37.0
31.9
31.1

28.9
22.2
21.5
21.2
19.2
16.8
16.2

12.7
9.2
8.8
8.4
8.1

5.6

ある程度
期待している
3.9％

どちらとも
言えない
23.5％

やや不安
を感じる
22.2％

不安を感じる
41.7％

期待している　1.0％
無回答
7.7％

３．政府に対する要求（図４－�）
政府に対する要求では、「景気・物価対策、中小
企業振興」５１．２％、「年金改悪中止、最低保障年金
確立」４０．９％、「消費税増税阻止、大企業・金融フ
ァンド・富裕層への課税強化」３９．５％、「医療・介
護総合法の施行中止、保育制度の改善、生活保護改

悪阻止」３７．０％、「震災復興、被災者の生活再建、
原発事故の損害賠償」３１．９％、「原発事故収束、再
稼働阻止・原発ゼロ、再生可能エネルギーへの転換」
３１．１％の順で高くなっています。昨年の１位「医療、
介護…」が４位となり、３位「景気対策…」が１位
に入れ替わりました。

５ 原発再稼働に対して

原発の再稼働に対しては、「反対」が４９．８％で過
半数、「どちらともいえない」４１．８％、「賛成」は
５．５％でしかありません。

６ 安倍政権の政治運営と政策（図６－�）

安倍政権の政治運営と政策に対する感じ方は、「不
安を感じる」４１．７％、「やや不安を感じる」２２．２％
で、合わせると６３．９％が不安を感じると答えていま
す。「ある程度期待している」３．９％、「期待して
いる」１．０％で、期待感は４．９％しかありません。

図４－� 政府に対する要求

図６－� 安倍政権の政治運営と政策
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